
１　事務事業評価一覧（２２７事業）

No 事　業　名 H25当初 事業のねらい・目的 事業の内容 見直し区分 ページ

担当部局 予算(千円) （今後の方向性）

1 庁内情報等有効活用推進事
業

　総務部
　行政経営企画課

2,678 ・庁内情報等を有効活用する仕組みを作り、
業務の迅速化、効率化を図る。

・庁内情報・インターネット情報の一体検索
が可能となる共有文書検索システムの運営

・システムのアクセス数（年間）
    目標 13,990件　実績 12,677件

・システムの登録数（累計）
    目標 5,716件　実績 5,945件

終了
（再構築）

43

2 県税収入確保特別対策事業
（個人住民税対策強化事
業）

　総務部
　税務課

19,606 ・市町村の税の徴収力向上を支援するととも
に、個人県民税の収入未済額を縮減するた
め、滞納の防止から徴収までを総合的に取り
組む。

・現年度滞納防止対策として特別徴収制度の
実施促進
・政令市との徴収連携の強化
・広域に係る個人住民税の滞納対策
・徴収連携の強化

・特別徴収未実施事業所に対する個別訪問件
数
    目標 2,500件　実績 4,524件

・収入未済額縮減効果額
    目標 10億円　実績 14億円

継続
（拡充）

45

3 県税収入確保特別対策事業
（暴力団関与事案対策事
業）

　総務部
　税務課

2,136 ・暴力団事務所について、不正に軽減措置を
受けていないか、県警と連携し徹底した現地
調査を実施し、課税の適正化を図る。
・高額滞納事案対策を実施する中で、暴力団
の関与が判明した場合、徹底した財産調査を
実施し、徴収の強化を図る。

・暴力団が関与する事案における課税適正化
及び徴収強化対策の実施

・年間の軽減措置件数に対する調査件数
    目標 200,000件　実績 234,555件

継続
（一部改善）

47

4 県税収入確保特別対策事業
（高額滞納事案対策強化事
業）

　総務部
　税務課

3,455 ・高額滞納事案専門の職員を配置し、迅速に
調査、捜索・差押を行い、時機を失すること
なく滞納整理を実施

・税務課内に専任の高額滞納対策強化チーム
を設置し、財産調査から公売までを一括して
実施

・徴収額及び徴収額累計
    目標  6.78億円　実績  7.83億円

継続
（一部改善）

49

5 県税収入確保特別対策事業
（個人住民税捜索推進事
業）

2,419 ・個人県民税の収入未済額の５割を占める福
岡市、北九州市両政令市との連携を図り、両
政令市の滞納整理の技術の向上を図るととも

・両政令市と連携し、捜索から公売までを一
括して実施

・滞納者への捜索件数（政令市分）
    目標 25件　実績 27件

継続
（一部改善）

51

主な指標の状況
（H24年度実績を記載）

業）

　総務部
　税務課

政令市の滞納整理の技術の向上を図るととも
に、滞納圧縮を図る。

51

6 特別広報事業
（戦略的広報展開事業）

　総務部
　県民情報広報課

17,334 ・県の全体的な広報方針・広報計画を策定
し、紙媒体やテレビ・ラジオでの広報に加
え、インターネットによる動画配信等を行
い、総合的な広報体制の構築を図る。

・全庁的な広報方針の策定
・インターネットによる動画配信の実施
・産業政策、観光、福岡ブランドにテーマを
絞った首都圏広報活動の強化

・動画再生数（月平均）
    目標 20,000件(H26)　実績 12,299件

継続
（一部改善）

53

7 福岡女子大学国際化推進事
業（女子大学運営費交付
金）

　総務部私学学事振興局
　学事課

100,162 ・世界に開かれた人的・知的ネットワークを
構築し、人と知の集積拠点として評価される
大学を目指す。
・世界を舞台に活躍できる女性リーダーを育
成する。

・短期留学生の受入
・外国人留学生への修学支援の実施
・アジア地域大学コンソーシアム福岡の形成
・高校生イングリッシュ・キャンプの実施
・アジア地域高校生に対する研修の実施

・福岡女子大学の受入留学生数（総合計画）
    目標 60人　実績 65人

継続
（一部改善）

55

8 不登校・中途退学対策事業
（フリースクール支援事
業）

　総務部私学学事振興局
　私学振興課

18,000 ・小・中学校の不登校児童・生徒が利用する
フリースクールの指導体制、体験活動等の教
育環境の整備・改善を支援することで、不登
校の児童・生徒が早期に社会的自立や学校復
帰ができるようにする。

・公益法人が設置し、在籍校が出席扱いとし
ている、施設の利用料が低額等の要件を満た
すフリースクールに対し、当該施設が必要と
する指導体制の整備や学習、社会体験活動等
に補助を行う。

・小・中学校の不登校児童・生徒数
    目標 4,248人　実績 4,990人

・1,000人当たりの不登校児童・生徒数（総
合計画）
    目標 10.9人　実績 12.0人

継続
（一部改善）

57

9 不登校・中途退学対策事業
（学習支援センター支援事
業）

　総務部私学学事振興局
　私学振興課

10,000 ・学業不振や学校不適応に悩む私立高校の生
徒、中途退学したが再度高校卒業にチャレン
ジする者に、学習の場を提供し、学業の継続
を支援することで、不登校や中途退学を防止
する。

・私学団体が設置する「学習支援センター」
が行う不登校高校生に対する進路相談、カウ
ンセリング、学習支援等の学校復帰のための
事業に補助を行う。

・私立高校の中退率
    目標 2.08%　実績 2.13%

継続
（一部改善）

59
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No 事　業　名 H25当初 事業のねらい・目的 事業の内容 見直し区分 ページ

担当部局 予算(千円) （今後の方向性）

主な指標の状況
（H24年度実績を記載）

10 防災危機管理体制強化推進
事業（防災情報伝達推進事
業）

　総務部防災危機管理局
　防災企画課

5,259 ・災害時における県民への防災情報伝達手段
を拡充し、防災情報の迅速・確実な伝達を図
る。

・防災気象情報、避難勧告・指示、地域の安
全情報、災害時の安否確認通知などをメール
で配信
・避難支援マップ等をＨＰで提供
・避難勧告・指示の発表時に放送機関に自動
的に情報を配信

・メール登録者数
    目標 10万件(H25)　実績 9.2万件(H25)

・メール配信の所要時間
    目標 5分以下(H25)　実績 約4.1分(H25)

継続
（一部改善）

61

11 原子力災害対策事業（教育
訓練事業）

　総務部防災危機管理局
　防災企画課

5,800 ・原子力防災訓練の実施により、防災業務関
係者の原子力災害対策への習熟、防災関係機
関相互の連携協力体制の強化、県民の原子力
防災意識の向上を図る。
・県地域防災計画等の実効性を検証する。
・県・市町村職員等の資質の向上を図る。

・原子力防災訓練（地域防災計画及び広域避
難基本計画に基づく実動訓練）実施
・原子力防災に関する研修への職員派遣及び
県主催による研修会開催

・原子力訓練実施回数
    目標 1回　実績 2回

継続
（一部改善）

63

12 国民保護体制推進事業

　総務部防災危機管理局
　防災企画課

4,570 ・福岡県内における国民保護に関する体制の
整備推進を行うとともに、市町村国民保護体
制の整備に対する支援を行い、国民保護事態
発生時において迅速かつ適切な対応ができる
ようにする。

・福岡県全体としての国民保護体制整備の推
進
・福岡県国民保護計画の実効性の確保

・避難実施要領のパターン作成市町村数
    目標 21　実績 18

・国民保護訓練の実施
    目標 1回　実績 1回

継続
（一部改善）

65

13 災害時要援護者避難支援事
業

　総務部防災危機管理局
　消防防災指導課

45,243 ・個別避難計画策定におけるノウハウを市町
村職員に習得させるとともに、災害時要援護
者の避難支援において自主防災組織で核とな
る人材を育成する。
・計画策定が進んでいない市町村を対象に、
個別避難計画策定を支援する。

・個別避難計画策定実務研修会の開催
・災害時要援護者避難支援推進員養成研修会
の開催
・個別計画策定支援

・災害時要援護者台帳の整備率
    目標 71.1%　実績 56.7%

・個別避難支援計画策定率
    目標 45.0%　実績 20.0%

継続
（一部改善）

67

14 ふくおか防災人材育成・活
用事業（災害ボランティア
育成強化事業）

　総務部防災危機管理局

8,988 ・地域防災の要である自主防災組織を効果的
に維持しながら質の向上を図っていくための
人材バンクを整備する。
・大規模災害時における県・市町村災害ボラ
ンティア本部の対応力強化を図る。

・「防災士」スキルアップ研修会の開催
・「災害ボランティアコーディネーター」養
成研修会の開催
・人材バンクの整備　等

・防災士スキルアップ研修受講者数
    目標 175人　実績 33人

・人材バンク登録者数
    目標 100人　実績 128人

継続
（一部改善）

69

　総務部防災危機管理局
　消防防災指導課

ンティア本部の対応力強化を図る。     目標 100人　実績 128人

15 津波総合対策事業

　総務部防災危機管理局
　消防防災指導課

9,124 ・東日本大震災を踏まえ、沿岸市町の津波の
避難対策を推進するため、「地域津波避難計
画」の策定支援を行う。

・県内沿岸市町からモデル地区を設定し、地
域津波避難計画の策定を支援

・地域津波避難計画策定支援の整備状況数
    目標 3市町　実績 3市町

継続
（一部改善）

71

16 アジア知的交流拠点推進事
業

　企画・地域振興部
　総合政策課

8,853 ・経済の活性化やアジア共通の課題解決に資
するアジア研究の拠点化を図る。
・アジアからの研究者などとの人流を活発に
することで「アジア知的交流拠点としての福
岡」を確立する。

・アジア経済研究所と地元研究機関との継続
的連携の強化
・アジアのトップレベルの研究者による「福
岡ＥＲＩＡ国際フォーラム」の開催

・アジア経済研究所研究員と地元研究員の共
同研究実施
    目標 6回　実績 9回

・福岡ERIA国際フォーラム開催数
    目標 1回　実績 1回

終了
（完了）

73

17 世界文化遺産登録推進事業

　企画・地域振興部
　総合政策課
　世界遺産登録推進室

52,336 ・「明治日本の産業革命遺産 九州・山口と
関連地域」及び「宗像・沖ノ島と関連遺産
群」を人類共通の宝として適切に保存し未来
へ継承していくため、世界遺産登録を早期に
実現する。

・「九州・山口の近代化産業遺産群」世界遺
産登録推進協議会の開催
・「宗像・沖ノ島と関連遺産群」世界遺産推
進会議の開催
・推薦書の作成
・シンポジウムの開催　等

・シンポジウム等参加者「明治日本の産業革
命遺産 九州・山口と関連地域」
    目標 700人　実績 1,590人

・シンポジウム等参加者「宗像・沖ノ島と関
連遺産群」
    目標 700人　実績 1,540人

継続
（拡充）

75

18 再生可能エネルギー導入促
進事業

　企画・地域振興部
　総合政策課
　エネルギー政策室

464,860 ・市町村・民間事業者による県内への再生可
能エネルギーの導入を活発化することによ
り、エネルギー源の多様化・分散化を図る。
・再生可能エネルギー分野に関する民間事業
者等の取組みを支援することにより、地域経
済の活性化を図る。

・再生可能エネルギー導入支援システムの運
用・改良
・市町村等による再生可能エネルギー設備導
入への支援
・シンポジウム、展示会の開催
・県有施設の屋根貸しによる太陽光発電設備
の整備

・再生可能エネルギー発電設備県内累積導入
量
    目標 580,000kw(H28)　実績 471,527kw

継続
（一部改善）

77
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No 事　業　名 H25当初 事業のねらい・目的 事業の内容 見直し区分 ページ

担当部局 予算(千円) （今後の方向性）

主な指標の状況
（H24年度実績を記載）

19 福岡近郊地域活性化事業
（宗像・糟屋北部地域）

　企画・地域振興部
　広域地域振興課

2,412 ・宗像・糟屋北部地域の特産品の販路拡大に
取り組み、地域内の産業振興と地域の活性化
を図る。

・商品ブラッシュアップ等勉強会の実施
・求評会、物産展の実施
・宗像・糟屋北部地域広域連携プロジェクト
推進会議の運営

・地域特産品ブランドに関するアンケートに
よる認知度（むなかた季良里）
    目標 18％(H25)　実績 14％(H23)

・地域特産品ブランドに関するアンケートに
よる認知度（福津の極み）
    目標 12％(H25)　実績 9％(H23)

継続
（一部改善）

79

20 筑豊地域活性化事業（田川
地域）

　企画・地域振興部
　広域地域振興課

6,773 ・田川地域全体がまるごと博物館であるとい
う統一コンセプトの元でイメージ発信を行
い、交流人口の拡大を図る。
・地域に貢献する人材の育成を図る。
・遠賀川の魅力を地域内外に発信する。

・田川まるごと博物館プロジェクトの推進
・田川・人財力育成プロジェクトの推進
・遠賀川プロジェクトの推進
・田川広域連携プロジェクト推進会議の運営

・「田川まるごと博」参加者
    目標 200人　実績 167人

・「田川飛翔塾」参加者の意識変化の度合い
    目標 平均90%以上(H26)　実績 79%

継続
（一部改善）

81

21 地方バス運行確保対策事業
（生活交通確保事業）

　企画・地域振興部
　広域地域振興課

87,190 ・広域的な観点から、市町村と連携してコ
ミュニティバスの運行や路線バスの維持確保
・ＮＰＯや地域住民によるコミュニティ運行
の普及

・市町村によるコミュニティバス及び路線バ
スの維持・確保策に対する助成
・市町村と連携し、生活交通の広域的運行の
促進・経営改善策等を検討

・赤字コミュニティバス市町村負担額の削減
    目標 約3%減　実績 約4%減

・地域コミュニティ運送の普及
    目標 1団体増　実績 0増

継続
（一部改善）

83

22 地域コミュニティ活性化支
援事業

　企画・地域振興部
　市町村支援課

3,365 ・NPOや住民グループ等と連携して地域の課
題に取り組み、自立的に活動できるよう県と
市町村が協働して地域コミュニティの活性化
を図る。
・参考となる事例を全県的に情報提供し、他
の地域コミュニティ活性化につなげる。

・市町村職員向け研修会、自治会の役員等を
対象とした活動事例報告会の実施
・先進事例の紹介
・地域コミュニティ活性化の先進事例となる
取組を行う市町村への財政支援

・地域コミュニティ活性化に取り組む市町村
数（総合計画）
    目標 30市町村　実績 30市町村

・職員研修会・事例報告会参加市町村数
    目標 60市町村　実績 47市町村

継続
（一部改善）

85

23 北九州空港対策事業

　企画・地域振興部空港対
策局
　空港整備課

90,000 ・北九州空港発着路線の拡大を実現すること
で、空港の活性化を促すとともに利便性の高
い空港ネットワークを県民へ提供する。

・航空会社に対し、新規就航路線運航経費の
一部を助成

・北九州空港の国内・国際航空路線数
    目標 国内1～2,国際1～2（H26)　実績
国内1,国際1

継続
（一部改善）

87

　空港整備課
24 福岡県NPO・ボランティアセ

ンター事業

　新社会推進部
　社会活動推進課

19,704 ・ＮＰＯ・ボランティア、企業、行政など多
様な主体による協働を促進するため、福岡県
ＮＰＯ・ボランティアセンターにおいて、情
報の発信、ネットワークづくり、交流機会の
創出、協働のコーディネートを行う。

・情報誌やホームページによる優良事例の紹
介、表彰
・交流機会の提供、協働の仲介・促進
・ＮＰＯ・ボランティアと企業、行政との協
働実践会議の開催

・NPOと県との協働事業件数（総合計画）
    目標 140件　実績 143件

・NPOと市町村との協働事業件数（総合計
画）
    目標 1,300件　実績 1,369件

継続
（一部改善）

89

25 NPO・企業による元気なふく
おか共創事業

　新社会推進部
　社会活動推進課

5,789 ・企業に対し、実際の協働事例やＮＰＯの活
動情報を紹介し、ＮＰＯとの協働への関心を
高めるとともに、両者のマッチングの場を提
供することで、企業とＮＰＯとの協働を促進
する。

・ＮＰＯと企業の協働促進のための情報交換
会・協働面談会の開催
・経済団体と連携した社会貢献セミナーの開
催

・NPOと企業との協働事業件数
    目標 10件　実績 10件

継続
（縮小）

91

26 NPOと県との新たな公共サー
ビス提供事業

　新社会推進部
　社会活動推進課

10,706 ・多様な県民ニーズに対応したきめ細かな県
民サービスの提供や県庁内の協働への理解促
進及びＮＰＯの育成を図る。

・ＮＰＯ等からその専門性を活かした自由な
提案を募集し、県の関係課とＮＰＯとが当該
提案を協働事業として面談・協議のうえ実施

・NPOと県との協働事業件数（総合計画）
    目標 140件　実績 143件

終了
（完了）

93

27 アジア青少年交流事業

　新社会推進部
　青少年課

21,382 ・県内青年を積極的に海外に派遣すること
で、若者の内向き思考を打破し、国際的な視
野を持ったリーダーを目指す若者を育成す
る。

・青年の翼事業の実施
・世界に打って出る若者育成事業の実施
・ふくおか若者魁(さきがけ)大会の開催

・青年の翼事業により海外や社会貢献活動へ
の関心度が増した若者の率
    目標 100%　実績 100%(28人)

・海外研修により意識向上が図られた生徒・
学生の率
    目標 100%　実績 100%(246人)

継続
（一部改善）

95
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28 非行少年等の自立促進事業

　新社会推進部
　青少年課

12,592 ・少年非行の防止や、非行少年の立ち直りを
支援する社会機運を醸成し、刑法犯少年検挙
補導人員の減少を目指す。
・非行等の問題を抱える少年に対し、非行が
深化する前に社会的自立を支援する体制や受
け皿をつくり、再度の非行を防止すること
で、健全な育成を目指す。

・非行少年等の自立推進事業の実施
・非行少年等の就労体験事業の実施
・非行防止地域ミーティング
・非行少年の立ち直り支援フォーラムの開催

・非行者率（総合計画）
    目標 9.8人(H26)　実績 9.8人

・再犯者率（総合計画）
    目標 30.0％（H26)　実績 36.8%

継続
（一部改善）

97

29 アンビシャス幼児読書推進
事業

　新社会推進部
　青少年課
　青少年アンビシャス運動推進
室

2,219 ・幼児を持つ親子に読書の楽しさ、有用性を
理解させ、県内全域で家庭での親子読書を推
進する。

・読書推進団体等が幼児読書に取り組むため
の立ち上げ経費を補助
・補助採択団体のボランティアを対象に養成
講座を実施

・乳幼児・保護者対象の読み聞かせ会の開催
回数
    目標 330回　実績 611回

継続
（一部改善）

99

30 アンビシャス広場学生ボラ
ンティア派遣事業

　新社会推進部
　青少年課
　青少年アンビシャス運動
推進室

1,354 ・学生ボランティアが気軽に参加できる仕組
みを作ることで、広場の活性化を促す。
・若い世代に対して青少年アンビシャス運動
や広場の周知を図る。
・学生にボランティア活動の情報や場を提供
する。

・広場ボランティア情報の提供及び学生ボラ
ンティア登録制度の設置
・学生ボランティア派遣

・学生ボランティア登録数
    目標 801人　実績 185人

継続
（一部改善）

101

31 アンビシャス体験フェス
ティバル事業

　新社会推進部
　青少年課
　青少年アンビシャス運動
推進室

1,695 ・アンビシャス運動の県民への認知度を高め
る。
・アンビシャス広場や参加団体の交流を促進
し、運動の活性化を図る。
・子どもたちの自尊感情の向上を図るととも
に、保護者や地域の指導者に子どもの自尊感
情を高めることの重要性を啓発する。

・地域フェスティバルを開催する各地域の
フェスティバル実行委員会へ経費補助
・自尊感情啓発セミナーの開催

・アンビシャス体験フェスティバル参加者数
    目標 4,000人　実績 4,250人

・自尊感情の高い子の割合
    目標 50%(H26)　実績 事業終了後に調査

継続
（一部改善）

103

推進室 情を高めることの重要性を啓発する。

32 総合型地域スポーツクラブ
設立推進事業

　新社会推進部
　県民文化スポーツ課

1,911 ・総合型地域スポーツクラブの設立準備を進
めている市町村を支援することにより、地域
スポーツの振興を図る。

・設立準備中の市町村、未設置市町村へのア
ドバイザー等派遣
・育成委員会の運営

・総合型地域スポーツクラブが設立された市
区町村数
    目標 64　実績 50

継続
（縮小）

105

33 ふくおか女性いきいき事業

　新社会推進部
　男女共同参画推進課

8,314 ・社会・経済活動や地域活動など様々な分野
での指導的地位で活躍する女性の人材育成を
進める。
・目標となるロールモデルを発掘・紹介し、
後に続く女性を増やす。

・「ふくおか女性いきいき塾」の開催
・いきいきと活躍している女性の発掘・紹
介・人材活用

・ロールモデル登録数
    目標 170人　実績 179人

継続
（一部改善）

107

34 配偶者からの暴力防止対策
強化事業

　新社会推進部
　男女共同参画推進課

13,262 ・配偶者暴力相談支援センターを中心にDV被
害者に対する相談体制を充実させる。
・ＤＶの正しい知識等の情報について、広く
県民の周知を図る。

・県民に対する広報啓発、民生委員・児童委
員研修の実施
・相談員研修の実施、電話相談員の配置
・弁護士による法律相談
・配偶者からの暴力防止対策（地域）連絡会
議の開催
・ＤＶ相談窓口情報周知

・相談窓口の周知度
    目標 60%(H26)　実績 32.7%

・弁護士による法律相談回数
    目標 60回　実績 51回

継続
（一部改善）

109

35 配偶者からの暴力被害者支
援体制強化事業

　新社会推進部
　男女共同参画推進課

1,025 ・医療関係者や学校関係者の被害者への助言
や情報提供などの対応を充実する。
・市町村における支援体制を強化し、被害者
を早い段階で相談につなぎ、重大な被害を未
然に防ぐ。

・医療関係団体への講師派遣
・市町村職員に対する研修実施
・養護教諭、相談員等を対象とした研修会の
開催

・相談窓口の周知度
    目標 60%(H26)　実績 32.7%

継続
（一部改善）
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36 暴力団排除推進事業

　新社会推進部
　生活安全課

15,860 ・各地域で「社会から暴力団を追放する」と
いう気運醸成を図り、県内の暴力団排除運動
を推進する。

・暴力団追放地域決起会議の開催
・市町村暴力団排除研修の実施
・暴力団対策防犯カメラ設置への助成
・暴力団事務所撤去運動に対する助成

・暴力団追放！地域決起会議　延べ参加人員
    目標 2,000人以上　実績 3,300人

継続
（拡充）

113

37 安全・安心まちづくり推進
事業（地域防犯活動活性化
支援）

　新社会推進部
　生活安全課

13,215 ・県民が安全で安心して暮らすことができる
地域社会づくりを推進するため、地域防犯活
動の活性化を図る。

・安全・安心まちづくり県民の集い
・防犯リーダー養成講座の実施
・防犯活動団体の活動開始支援
・アドバイザー登録・派遣
・ネット上の交流広場づくり

・地域防犯団体数（総合計画）
    目標 1,914　実績 1,675

継続
（一部改善）

115

38 飲酒運転撲滅運動推進事業

　新社会推進部
　生活安全課

64,506 ・飲酒運転撲滅のため、「飲酒運転は絶対し
ない、させない、許さない」という県民意識
を定着させる。

・飲酒運転撲滅キャンペーンの実施
・事業所、飲食店及び酒類販売業者等に対す
る直接訪問活動
・若者向け啓発リーフレットの作成・配布活
用

・飲酒運転撲滅宣言企業登録数
    目標 20,000件(H26)　実績 5,702件

・飲酒運転撲滅宣言の店登録数
    目標 4,000件(H26)　実績 2,222件

継続
（拡充）

117

39 悪質商法被害防止強化事業

　新社会推進部
　生活安全課

5,353 ・相談体制の充実及び悪質事業者への処分・
指導を強化して、悪質商法による消費者被害
の回復及び拡大防止を図る。

・日曜日の電話相談の実施
・高齢者見守りホットラインの設置
・悪質事業者に対する処分・指導を行う専門
指導班の設置

・行政処分・指導件数
    目標 30件　実績 11件

継続
（一部改善）

119

40 多重債務問題対策事業

　新社会推進部
　生活安全課（消費生活セ
ンター）

41,831 ・県消費生活センターの相談体制を充実する
とともに、債務整理者が安易に借金に頼らず
に自立した生活ができるよう生活再生を支援
する。

・県消費生活センターにおける相談体制の確
保
・関係機関と連携した相談体制の充実
・多重債務者生活再生事業の実施

・多重債務相談件数
    目標 3,000件　実績 3,829件

継続
（縮小）

121

41 犯罪被害者支援事業

　新社会推進部
　生活安全課

33,746 ・犯罪被害者に対する総合相談窓口を設置す
るとともに、被害者支援に係る関係機関相互
の連携を強化し、被害者支援の促進を図る。

・福岡犯罪被害者総合サポートセンターの運
営
・関係機関・団体との連携強化
・支援に携わる職員に対する研修の実施

・犯罪被害者相談件数
    目標 700件　実績 460件

継続
（一部改善）

123　生活安全課 ・支援に携わる職員に対する研修の実施
・県民に対する啓発活動
・性暴力被害者支援センター・ふくおかの運
営

123

42 安全安心まちづくり推進事
業（女性子どもの安全・安
心まちづくり推進事業）

　新社会推進部
　生活安全課

2,478 ・地域、事業者と連携し、性犯罪を許さない
気運の醸成を図る。
・性犯罪が起きにくい環境づくりを促進す
る。

・女性と子どもの安全みまもり企業の募集お
よび支援
・性犯罪多発地域への注意喚起、啓発
・保護者向け性犯罪防犯リーフレットの作成
等

・女性と子どもの安全みまもり企業
    目標 1000　実績 920

継続
（拡充）

125

43 アジアンビート推進事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第一課

36,737 ・「アジアンビート」を通じて若者文化の交
流を促進し、アジアの若者の相互理解、連帯
感を育み、福岡・日本への関心や好感度を高
める。

・多言語ウェブサイト「アジアンビート」の
運営
・「アジアンビート４コマ漫画コンテスト」
等の開催
・福岡“カワイイ”発信事業の実施
・起業家やクリエイターをゲストに招いた講
座「ヂカギキ」の開催

・年間アクセス数
    目標 1,500万PV　実績 1,163万PV

・外国語アクセス比率
    目標 45%　実績 54%

継続
（一部改善）

127

44 留学生支援連携事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第一課

9,309 ・本県で学ぶ留学生を総合的にサポートし、
本県を多様で優秀な人材の交流拠点とし、地
域活性化を促進する。

・地元経済界、大学、行政が共同で「福岡県
留学生サポートセンター」を設置し、留学前
から終了後まで留学生を支援

・福岡県内の留学生数（総合計画）
    目標 8,918人　実績 8,873人

・県内留学生の国内就職者数
    目標 593人　実績 283人(H23)

継続
（一部改善）

129
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45 アジア地域連携促進事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第二課

5,452 ・経済、環境、文化等幅広い分野における交
流を促進し、アジアの交流拠点の実現及び国
際的な地域づくりに寄与する。

・アジアの成長著しい地域（バンコク都、デ
リー州、ハノイ市）と相互交流に関する協定
を締結
・行政交流団の派遣
・行政職員幹部の受け入れ事業実施

・福岡県への入国者数（タイ人・インド人・
ベトナム人）
　　目標 14,527人　実績 21,288人
（内訳）
　タイ人の県への入国者数
    目標 9,955人　実績 16,197人
　インド人の県への入国者数
    目標 1,409人　実績 1,389人
　ベトナム人の県への入国者数
　　目標 3,163人　実績 3,702人

継続
（一部改善）

131

46 海外福岡県人会交流人材育
成事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第二課

1,577 ・県人会との密接な交流を通じて絆を深め、
県人会の健全な維持発展を図る。
・ビジネスを含む新たな交流分野の可能性の
調査を行い、県と県人会の相互発展に繋げ
る。

・北米・中米の主要県人会へ人材を派遣す
る。
　派遣先）　北米・中米（米国・メキシコ）
　派遣期間）　１週間

・交流人材育成数
    目標 7人　実績 7人

終了
（完了）

133

47 海外福岡県人会子弟招へい
交流事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第二課

9,490 ・海外福岡県人会子弟を招へいし、福岡・日
本に対する理解を深めてもらい、帰国後本県
との交流促進、関係強化を担う人材を育成す
る。

・同世代の子ども達との交流
・県内企業、文化施設等の視察
・親戚・知人宅等へのホームステイ
・日本文化の体験
・子弟および引率者による移住国の歴史、文
化紹介等

・県人会を担う人材
    目標 423人　実績 418人

終了
（再構築）

135

48 不妊治療支援事業

　保健医療介護部
　健康増進課

315,056 ・経済的負担を感じている夫婦に対する経済
的な支援及び不妊に関する専門的、医学的な
相談や情報提供など精神的な支援を行うこと
で、不妊の悩みに対する総合的な支援体制の
整備を図る。

・医療保険が適用されない不妊治療への助成
・不妊専門相談センターにおける不妊の悩み
を持つ方々への精神的な支援

・不妊治療費の助成件数
    目標 1,600件　実績 1,828件

・不妊相談件数（９事務所分）
    目標 2,100件　実績 2,560件

継続
（一部改善）

137

49 県民健康づくり支援事業 5,698 ・ITを活用した健康チェックツール、健康
ポータルサイトにより、県民の自主的な健康

・県民健康づくり支援事業検討委員会の運営
・健康チェックツール・ポータルサイトの作

・健康づくりポータルサイト年間アクセス件
数

継続
（一部改善）

　保健医療介護部
　健康増進課

ポータルサイトにより、県民の自主的な健康
づくりの支援を行い、生活習慣の改善を図
る。

・健康チェックツール・ポータルサイトの作
成
・事業説明会の開催等

数
    目標 10万件（H26）　実績 H25開設

（一部改善）
139

50 生活習慣病対策事業

　保健医療介護部
　健康増進課

1,361 ・特定健康診査・特定保健指導を効果的に実
施し、糖尿病等の生活習慣病の有病者及び予
備群を減少させ、県民の健康増進を推進する
もの。

・特定保健指導に従事する人材の確保及び保
健指導技術の向上

・特定保健指導従事者研修会受講者数（実人
数）
    目標 200人　実績 378人

継続
（一部改善）

141

51 福岡県がん診療連携拠点病
院の機能強化、福岡県指定
がん診療拠点病院の整備事
業

　保健医療介護部
　健康増進課

50,031 ・がん診療連携拠点病院を整備、機能強化す
ることにより、がん医療水準の向上、均てん
化を図り、死亡率の逓減を目指す。

・がん診療連携拠点病院の機能強化
・福岡県指定がん診療拠点病院の創設
・がん登録の推進

・人口10万対の75歳未満年齢調整死亡率の減
少（総合計画）
    目標 86.7%　実績 86.0%

継続
（一部改善）

143

52 肝炎ウィルス総合対策事業

　保健医療介護部
　健康増進課

22,428 ・肝がんの予防対策として、肝炎ウィルス検
診機会の拡大と検診後のフォロー体制を確立
し、肝炎ウィルス陽性者の早期発見、早期治
療体制を確保する。

・福岡県肝炎対策協議会の開催
・肝炎ウィルス無料検査の実施
・県民に対する肝炎ウイルスの正しい知識の
普及啓発　等

・肝炎ウイルス検診受診者数
    目標 4,400人　実績 1,808人

継続
（一部改善）

145

53 がん検診評価点検事業

　保健医療介護部
　健康増進課

10,204 ・検診の有効性を評価・分析し、結果を県民
へ情報提供することで、検診受診率の向上を
図り、もって、がんによる死亡数の減少とが
ん患者のQOLの維持・向上を目指す。

・福岡県がん検診評価点検事業推進検討会の
開催
・地域がん登録の実施
・評価・分析の実施

・人口10万対の75歳未満年齢調整死亡率の減
少（総合計画）
    目標 86.7%　実績 88.9%(H23)

継続
（一部改善）

147
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54 がん対策推進事業（がん検
診受診率向上対策事業）

　保健医療介護部
　健康増進課

1,805 ・働く世代（40･50代の企業等で働く者を中
心とした）のがん検診受診率の向上

・企業等への「がん検診推進員」の配置及び
活動支援

・がん健診受診率（胃、子宮、肺、乳、大
腸）
    目標 いずれも50%（H24）　実績 胃
26.6%(H22)他

継続
（一部改善）

149

55 難病患者地域支援ネット
ワーク事業（在宅重症難病
患者レスパイト入院事業）

　保健医療介護部
　健康増進課

18,297 ・人工呼吸器を使用する重症神経難病患者を
在宅介護する家族が一時休息（レスパイト）
することによる、患者の在宅療養の継続を支
援する。

・重症難病患者のレスパイト入院受入病院に
対する、職員の一時的配置増等に必要な費用
を助成

・受入医療機関数
    目標 12機関　実績 27機関

・レスパイト入院延数
    目標 128　実績 27

継続
（一部改善）

151

56 アルコール依存症支援事業

　保健医療介護部
　健康増進課
　こころの健康づくり推進
室

6,952 ・アルコール依存症者及びその疑いのある者
の減少により、県民の健康増進を図るととも
に、もってアルコール依存症者による飲酒運
転の減少にも繋げる。

・アルコール依存症講習会の開催
・アルコール依存症自己チェックの取組促進
・飲酒行動に問題がある者に対する普及啓発
・相談支援体制の強化

・飲酒運転事故件数
    目標 193件（H26）　実績 185

継続
（一部改善）

153

57 精神障害者社会復帰促進事
業

　保健医療介護部
　健康増進課
　こころの健康づくり推進
室

3,785 ・関係機関の連携及び自立支援員による個別
支援により、精神障害者の退院促進（地域移
行）を図る。

・自立支援関係機関会議の設置
・受入先となるサービス事業者等に対する講
習会開催
・退院者の見守り体制の構築

・事業による地域移行者数
    目標 323人　実績 48人

継続
（一部改善）

155

58 自殺対策事業

　保健医療介護部

149,871 ・現下の経済情勢を踏まえ、追い込まれた人
に対するセーフティネットとして、地域にお
ける自殺対策を強化する。

・ゲートキーパー養成研修、医師に対する研
修、自殺予防企業セミナー等の実施
・自殺防止総合相談窓口の運営

・自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者
数）（総合計画）
    目標 22.6　実績 22.1

継続
（一部改善）

157
　保健医療介護部
　健康増進課
　こころの健康づくり推進
室

ける自殺対策を強化する。 ・自殺防止総合相談窓口の運営
・自殺防止のための普及啓発　等

    目標 22.6　実績 22.1
157

59 認知症医療センター事業

　保健医療介護部
　健康増進課
　こころの健康づくり推進
室

22,539 ・認知症医療センターにおいてかかりつけ医
等への研修会の開催や一般市民への普及啓発
を行い、認知症への地域での理解を深め、早
期発見早期治療に努める。

・専門医療相談
・鑑別診断とそれに基づく初期対応
・合併症、周辺症状への急性期対応
・かかりつけ医等への研修会の開催
・認知症医療連絡協議会、情報発信

・認知症医療センター設置数
    目標 5件　実績 5件

・鑑別診断件数（累積数）
    目標 1,900件　実績 3,081件

継続
（拡充）

159

60 精神障害者地域生活支援事
業

　保健医療介護部
　健康増進課
　こころの健康づくり推進
室

11,148 ・「夜間・休日における相談窓口」を設置
し、精神障害者の夜間における不安感の増大
等に対処することで、再発の未然防止を行
い、精神障害者の地域での生活継続に寄与す
る。

・精神障害者の夜間の症状の変化や、不安の
軽減を図るために精神保健福祉士等の電話に
よる相談窓口を設置・運営する。

・休日・夜間における相談件数
    目標 4,000件　実績 4,885件

継続
（一部改善）

161

61 ひきこもり対策推進事業

　保健医療介護部
　健康増進課
　こころの健康づくり推進
室

4,995 ・「ひきこもり地域支援センター」を設置
し、ひきこもり者及び家族の支援を行うこと
で、早期の社会復帰を促す。

・電話相談・来所相談・訪問支援
・人材育成、関係機関連携強化
・ひきこもり対策連絡調整会議の開催
・当事者・家族支援、情報発信事業

・ひきこもり者訪問・支援数（実人員）
    目標 16人　実績 12人

・ひきこもり者電話・来所相談件数（延件
数）
    目標 1,500件　実績 1,292件

継続
（一部改善）

163

62 食品衛生監視体制整備事業

　保健医療介護部
　保健衛生課

7,463 ・食品製造業者に対する監視指導体制を強化
し、製造業者における自主管理体制を確立さ
せることにより、消費者が安心して購入でき
る福岡県産品の食品の確保を図る。

・広域的監視指導の強化
・重点広域専門監視計画会議の開催
・食品衛生広域専門監視班の専門性の強化
・高度で専門的な検査体制の強化

・収去検査適合率
    目標 100%　実績 99.2%

継続
（一部改善）

165
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63 食の安全対策推進事業（放
射性物質汚染食品及び生食
用食肉の安全対策）

　保健医療介護部
　保健衛生課

1,095 ・食品の安全性を確保し、県民の健康を保護
する。
・安全・安心に配慮した食生活を推進する。

・放射性物質汚染可能性食品に係る流通調査
及び検査
・生食用食肉を取り扱う事業者に対する監視
指導及び検査　等

・食の安全に係る意見交換会等開催回数
    目標 9回　実績 12回

継続
（一部改善）

167

64 新型インフルエンザ対策事
業（強毒性インフルエンザ
対策事業）

　保健医療介護部
　保健衛生課

373,529 ・新型インフルエンザが県内で発生した段階
で感染拡大を遅らせる。
・県内感染期において健康被害を最小限に止
める。

・抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
・県内感染期における医療体制の整備

・入院協力医療機関の専用病床数
    目標 4,000　実績 3,254

継続
（一部改善）

169

65 感染症予防事業（感染症対
策事業）

　保健医療介護部
　保健衛生課

422,509 ・感染症指定医療機関の確保充実を図ること
により、入院勧告の対象となる感染症の発生
に備える。

・感染症指定医療機関を確保
・感染症指定医療機関に陰圧設備を整備

・感染症指定医療機関指定病床数
    目標 36　実績 36

・感染症指定医療機関陰圧病床数
    目標 36　実績 36

継続
（一部改善）

171

66 福岡県災害派遣医療チーム
整備事業

　保健医療介護部
　医療指導課

1,990 ・大規模災害発生時に被災現場で迅速な処置
を開始することにより、救命率の向上や後遺
症の軽減を図る。

・福岡県災害派遣医療チームの指定と運営 ・災害派遣医療チーム保有病院数
    目標 25(H25)　実績 18(H24)

継続
（一部改善）

173

67 周産期医療対策事業

　保健医療介護部
　医療指導課

463,815 ・周産期医療体制の充実を図り、県民が安心
して子どもを産み育てられる環境を整える。

・「総合周産期母子医療センター」及び「地
域周産期母子医療センター」への運営費補助

・NICU病床数（福岡地域）
    目標 73(H29)　実績 66(H24)

・NICU病床数（筑豊地域）
    目標 11(H29)　実績 6(H24)

継続
（一部改善）

175

68 救急医療施設運営費等補助 51,340 ・安定した小児救急医療体制を提供し、保護 ・地域の実情に応じた小児救急医療体制の整 ・小児救急医療体制（初期、二次）を整備し 継続68 救急医療施設運営費等補助
金事業（小児救急医療体制
整備事業）

　保健医療介護部
　医療指導課

51,340 ・安定した小児救急医療体制を提供し、保護
者の不安解消を図る。

・地域の実情に応じた小児救急医療体制の整
備
・小児患者の症状に応じた適切な受診の推進

・小児救急医療体制（初期、二次）を整備し
た二次医療圏数
    目標 13　実績 7

継続
（一部改善）

177

69 地域連携診療計画導入促進
事業

　保健医療介護部
　医療指導課

2,604 ・地域連携クリティカルパスの作成や普及を
図り、病院・診療所の機能に応じた役割分担
を明確にし、切れ目のない医療の提供と治療
の標準化を図る。

・地域の医師会を中心としたパスの作成
・中核的病院と連携する医療機関との間での
パスの普及　等

・県内の平均在院日数（脳血管疾患患者）
    目標 106.1日(H26)　実績 124.9日(H23)

・当該パスを導入した医療機関数
    目標 178(H26)　実績 107(H23)

継続
（一部改善）

179

70 在宅医療推進事業

　保健医療介護部
　医療指導課

29,911 ・試行的に多様な在宅療養サービスを提供
し、その定着について評価を行うとともに関
係機関連携を推進し、在宅療養体制の整備の
課題を検討整理し、在宅療養サービスの質の
向上を図る。

・訪問看護支援事業
・24時間安心の在宅医療連携整備事業
・訪問看護管理者等研修、人材育成研修（地
域リーダー研修）

・在宅医療支援センター設置件数
    目標 9件　実績 9件

・基幹訪問看護ステーション設置件数
    目標 9件　実績 9件

継続
（一部改善）

181

71 産科医療確保対策事業（女
性医師就労支援事業）

　保健医療介護部
　医療指導課

13,972 ・産婦人科設置病院の女性医師が妊娠・出産
後も継続して働くことのできる就労環境の整
備・維持を図る。

・産婦人科設置病院における院内保育所に対
する運営費補助

・女性医師の就労環境の整備のための産科院
内保育所への運営費補助件数
    目標 4件　実績 4件

継続
（一部改善）

183

72 アジア健康拠点形成事業

　保健医療介護部
　医療指導課

10,438 ・本県の医療機関を多言語医療機関として整
備し、広くアジアの人々の治療目的での来福
を促進し、医療の国際化、本県医療の向上を
図り、アジアの高度医療拠点の形成を目指
す。

・福岡アジア医療サポートセンターにおい
て、外国人患者からの相談、医療機関と患者
との調整、通訳・宿泊・移動等の手配、通訳
派遣、研修などを行う。

・年間受入患者（外国人）数
    目標 40人　実績 0人

終了
（再構築）

185
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73 薬物乱用対策推進事業（大
学生大麻等薬物乱用防止啓
発事業）

　保健医療介護部
　薬務課

1,007 ・薬物乱用の撲滅のために官民一体となって
取組を強化し、覚醒剤・シンナーなどの薬物
乱用問題の早期解決を図る。

・啓発用テキストの作成、県内全大学への配
布
・大麻等薬物乱用防止連絡会議の開催
・大学において大麻問題をメインとした講演
会を開催

・シンナー（少年）、覚醒剤、大麻を使用
し、検挙・補導される人員
    目標 975人　実績 985人

継続
（一部改善）

187

74 健康食品安全対策事業

　保健医療介護部
　薬務課

3,631 ・健康食品による健康被害を防止するため、
①流通後の抜き打ち検査、②健康被害発生後
の収去検査を柱とした安全チェック体制の整
備を図る。

・買上げ検査の実施、収去等検査の実施
・検査技術の修得
・健康食品等に関する正しい知識の普及啓発

・買上検査での不正な健康食品の占める割合
    目標 30%　実績 45.0%

継続
（一部改善）

189

75 ジェネリック医薬品使用促
進事業

　保健医療介護部
　薬務課

22,563 ・患者の個人負担の軽減及び医療費の伸びの
適正化を図るため、後発医薬品の使用を促進
する。

・福岡県ジェネリック医薬品使用促進協議会
における事業手法の検討、協議
・地域の特性に応じた普及促進活動の実施
・保険者が行う差額通知事業への支援
・ジェネリック医薬品普及状況調査の実施

・ジェネリック医薬品の普及率
    目標 30%　実績 32.6%

継続
（一部改善）

191

76 高齢者在宅生活移行支援事
業

　保健医療介護部
　高齢者支援課

2,724 ・社会的入院の解消や医療費の適正化等を図
るとともに、退院した高齢者が自宅で安心し
て生活できるようにするため、在宅生活への
移行やその定着を支援する。

・在宅生活への移行及びその定着の支援
・在宅生活移行・定着支援研究会の開催
・医療機関・介護事業者向け研修会の開催

・在宅生活移行者数(県所管分)
    目標 540　実績 1,234

終了
（廃止）

193

77 宅老所支援事業

　保健医療介護部
　高齢者支援課

14,357 ・既存の「宅老所」について、防災対策等を
進め、サービスの質の向上を図る。
・市町村等の「宅老所」に対する理解を深
め、「宅老所」と地域との連携促進を図る。

・防災設備の設置費用、バリアフリー化に対
する助成
・経営者と市町村担当職員との意見交換会

・宅老所等職員研修の受講者
    目標 60　実績 86

継続
（一部改善）

195

78 認知症高齢者地域支援事業

　保健医療介護部
　高齢者支援課

11,471 ・認知症高齢者がより長く在宅で安心して暮
らせる優しい地域づくりを推進する。

・認知症対応力向上研修の実施
・認知症施策推進会議の開催
・認知症高齢者徘徊SOSネットワークの広域
対応・啓発普及　　等

・認知症対応力向上研修参加者数
    目標 136人　実績 196人

継続
（一部改善）

197

　高齢者支援課 対応・啓発普及　　等
79 介護サービス公表事業

　保健医療介護部
　介護保険課

6,721 ・利用者が介護サービス事業者を選択するに
当たっての判断に資する介護サービス情報
を、円滑かつ容易に取得できる環境整備を図
る。

・介護サービス情報の確認、受理、公表及び
制度の周知
・事業所訪問調査の実施

・利用者の選択に資する事業所情報の整備
    目標 13,617箇所　実績 13,949箇所

継続
（一部改善）

199

80 介護職員確保定着促進事業

　保健医療介護部
　介護保険課

30,030 ・介護現場で中核となる介護職員の確保、介
護従事者が意欲と誇りを持って働くことがで
きる介護現場の実現
・将来増大する介護ニーズに対応した介護人
材の確保策の検討

・介護業務の普及・啓発に資する大会の開催
・セミナーや研修会の開催
・介護人材確保対策の研究　　等

・管理者セミナー受講者数
    目標 4,000人　実績 3,178人

・リーダー養成研修会受講者数
    目標 4,000人　実績 3,628人

継続
（一部改善）

201

81 介護サービス適正化事業

　保健医療介護部
　介護保険課

3,256 ・介護給付費の適正化を図り、第１号被保険
者１人当たりの給付費の全国との格差を縮小
する。

・要介護認定審査の支援
・ケアプランチェックの推進
・事業所指導の強化

・第１号被保険者一人当たり介護給付費の対
全国比
    目標 1.05(H26)　実績 1.073(H23)

継続
（一部改善）

203

82 ひとり暮らし高齢者見守り
活動推進事業

　福祉労働部
　福祉総務課

4,016 ・すべての市町村で、小地域ごとに効果的で
確実なひとり暮らし高齢者の見守り活動を展
開する。

・見守り活動推進員養成研修会の開催
・見守りネットふくおかの推進
・市町村に対する訪問指導・助言
・見守り活動優良団体表彰

・見守り活動チームを編成している市町村数
（総合計画）
    目標 46　実績 48

・「見守りネットふくおか」の実施市町村数
    目標 20　実績 37

継続
（一部改善）

205

83 高齢者子育て支援推進事業

　福祉労働部
　子育て支援課

16,254 ・子育て支援に元気な高齢者が活躍できる社
会の実現を目指す。

・「ふくおか子育てマイスター」の認定
・保育所、子育て支援に係る団体等への紹
介、活動の場の開拓などの活動支援
・フォローアップ研修の実施

・ふくおか子育てマイスターの認定・登録人
数
    目標 400人　実績 277人

継続
（拡充）

207
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No 事　業　名 H25当初 事業のねらい・目的 事業の内容 見直し区分 ページ
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主な指標の状況
（H24年度実績を記載）

84 子育て応援社会づくり推進
事業（出会い・結婚応援事
業）

　福祉労働部
　子育て支援課

9,689 ・独身男女に出会いの機会を提供する応援団
体の活動への支援強化等により、カップル成
立率を向上させ、成婚組数の増加を図るとと
もに、社会全体で結婚を応援する気運のさら
なる醸成を図る。

・「出会い応援団体」の活動支援、交流促進
・結婚サポートセミナーの開催
・出会い応援イベント参加者等に対する個別
相談の実施

・出会い応援団体登録数
    目標 300団体　実績 298団体

・イベントにおけるカップル成立率
    目標 30%　実績 30.9%

継続
（改善）

209

85 保育対策等促進事業

　福祉労働部
　子育て支援課

995,162 ・多様化する保育需要や乳幼児に対する子育
て支援を行うことで、安心して子どもを育て
ることができる環境を整える。

・保育の実施主体である市町村と連携した保
育所運営費の補助
・病児・病後児保育施設を整備する医療機関
への補助

・保育所分園等による定員増（累積数）
    目標 413人　実績 362人

・延長保育実施施設数
    目標 368ヵ所　実績 358ヵ所

継続
（拡充）

211

86 認定こども園運営事業

　福祉労働部
　子育て支援課

64,397 ・保護者の就労の有無等にかかわらず、子ど
もを安心して育てることが出来る体制を整え
る。

・幼稚園型認定こども園の保育所機能部分と
保育所型認定こども園の幼稚園機能部分を対
象とした事業費補助を実施
・地方裁量型認定こども園の幼稚園機能部分
を対象とした事業費補助を実施

・幼保連携型認定こども園の認定数
    目標 16件　実績 12件

・地方裁量型認定こども園運営事業費補助事
業による補助対象児童数
    目標 6人　実績 0人

継続
（拡充）

213

87 潜在保育士研修事業

　福祉労働部
　子育て支援課

1,000 ・離職中の「保育士有資格者」の現場復帰促
進のため、児童処遇に対する不安感の解消や
再就職への意欲向上につながる保育所体験研
修を実施し、研修後は「保育士就職支援セン
ター」、「福祉人材センター」等に求人登録
し、円滑な保育士確保を図る。

・離職中の保育士有資格者向けに保育所体験
実習を実施
・研修終了後は無料職業紹介を行う「保育士
就職支援センター」等に求職登録

・福祉人材バンク等登録者数
    目標 450人　実績 43人

継続
（一部改善）

215

88 保育対策等促進事業（待機
児童解消先取りプロジェク
ト事業）

　福祉労働部

29,701 ・児童福祉施設最低基準を満たす届出保育施
設に対して、「保育に欠ける児童」の保育費
用の一部を補助することにより、待機児童の
解消を目指す。

・「保育に欠ける児童」の保育に要する費用
の一部を補助

・待機児童解消数
    目標 282　実績 56

継続
（拡充）

217

　福祉労働部
　子育て支援課

89 ひろげよう！にこにこ子育
ての輪事業

　福祉労働部
　子育て支援課

9,426 ・市町村や企業等による子育てや子育て中の
家族を応援する取組を促進し、官民一体と
なって、社会全体で子育てを応援する機運を
高める。

・子育て応援の店ホームページの運営
・「子育て応援商店街」の取組支援
・「子育て応援パスポート」の導入
・「ふくおか・みんなで家族月間」キャン
ペーンの実施

・「子育て応援の店」登録店舗数
    目標 16,500店　実績 16,676店舗

継続
（一部改善）

219

90 母子家庭等就業・自立支援
センター事業

　福祉労働部
　児童家庭課

30,408 ・母子家庭の母等の自立をさらに促進するた
め、就業・自立支援センターについて、個々
の状況に応じた就業支援や養育費確保のため
の相談体制の整備・強化を行う。

・就業等相談
・プログラム策定
・就業支援講習会

・相談件数
    目標 1,184件　実績 1,297件

・就職者数
    目標 178人　実績 220人

継続
（一部改善）

221

91 乳幼児医療対策事業

　福祉労働部
　児童家庭課

4,256,360 ・必要とする医療を容易に受けることができ
るように、医療保険の自己負担分を公費で負
担することで、乳幼児の健康保持及び福祉の
増進を図る。

・乳幼児に係る医療保険の自己負担分を公費
負担

・対象者数
    目標 -　実績 308,120人

継続
（一部改善）

223

92 ひとり親家庭等医療対策事
業

　福祉労働部
　児童家庭課

1,762,916 ・必要とする医療を容易に受けることができ
るように、医療保険の自己負担分を公費で負
担することで、母子家庭の母、父子家庭の
父、児童等の健康保持及び福祉の増進を図
る。

・ひとり親家庭に係る医療保険の自己負担分
を公費負担

・対象者数
    目標 -　実績 122,413人

継続
（一部改善）

225
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93 児童虐待防止対策事業（児
童虐待再発防止カウンセリ
ング等強化事業）

　福祉労働部
　児童家庭課

1,404 ・地域の精神科医の協力を得て、保護者等に
対し精神的不安感の軽減のためのカウンセリ
ング等を実施し、児童虐待の未然防止及び再
発防止を図る。

・児童虐待を行った又は行うおそれのある保
護者に対するカウンセリングを実施

・本事業により再統合につながった割合
    目標 16.7%　実績 6.8%

・カウンセリング実施数
    目標 60　実績 47

継続
（一部改善）

227

94 児童虐待防止対策事業（親
子のきずな再生事業）

　福祉労働部
　児童家庭課

2,304 ・虐待を理由に分離中の子どもとその家族を
対象に、親への治療的教育、親子合同活動等
適切な援助プログラムを提供し、良好な家族
関係を構築、保護者の養育力を強化すること
により、親子のきずなの再生を図る。

・親子支援プログラムの作成と実施（年間２
０家族程度）

・親子関係の改善
    目標 80%　実績 78%

・虐待の再発状況
    目標 0件　実績 1件

継続
（一部改善）

229

95 児童虐待防止対策強化事業
（施設退所児童等自立支援
促進事業）

　福祉労働部
　児童家庭課

6,521 ・児童養護施設等の退所者の自立支援を図る
ため、福岡市と連携し、NPOを活用し、相談
対応､居場所づくりや自助グループ活動を支
援する。

・NPOを活用した退所者の自立支援、自助グ
ループ活動の育成支援

・利用者数（延べ）
    目標 900人　実績 974人

継続
（一部改善）

231

96 里親委託等推進事業

　福祉労働部
　児童家庭課

4,623 ・里親委託推進体制の整備を図り、里親の資
質向上の取組や､養育中の里親に対する支援
を充実させることで里親委託率の更なる向上
を図る。

・里親施設実習の実施
・養育体験の実施
・里親への訪問支援
・里親説明会の開催

・里親等委託率
    目標 16%　実績 15.4%

継続
（一部改善）

233

97 発達障害者支援センター運
営事業

　福祉労働部
　障害者福祉課

47,281 ・発達障害児（者）及びその家族からの相談
に応じ、適切な指導を行うとともに、関係施
設との連携を図り、発達障害児（者）及びそ
の家族の福祉の向上を図る。

・発達障害者支援体制整備検討委員会の設置
運営
・発達障害者支援センターの設置運営
・発達障害児の保護者向け研修会・交流会の
実施

・保護者向け講座・家族交流会受講者数
    目標 200人　実績 170人

継続
（一部改善）

235

98 収入向上支援事業 27,350 ・障害者施設の「まごころ製品」販売拡大に
向けた意識を「待ち」から「攻め」の姿勢へ

・大規模販売会の開催
・障害者施設と民間企業等との商談会等の実

・平均工賃
    目標 対前年比＋4.2%　実績 対前年比＋

継続
（一部改善）

　福祉労働部
　障害者福祉課

向けた意識を「待ち」から「攻め」の姿勢へ
転換することにより、障害者施設で働く障害
者の平均収入月額が全国平均を上回ることを
目指す。

・障害者施設と民間企業等との商談会等の実
施
・販路開拓員の機能強化
・インターネット活用による受注拡大
・「まごころ製品ネットワーク」の構築

    目標 対前年比＋4.2%　実績 対前年比＋
2.3%(13,078円)

（一部改善）

237

99 障害者虐待防止対策事業

　福祉労働部
　障害者福祉課

4,712 ・障害者虐待の早期発見に向けた県民への啓
発、障害者虐待事案への市町村の迅速な対応
確保のための体制整備、施設での障害者虐待
防止のための施設長・職員の認識を強化し、
虐待疑義への施設監査体制の強化を図る。

・福岡県弁護士会との虐待案件対応の委託契
約
・市町村職員研修、事例検討会、関係機関連
絡会議の実施
・事業者に対する虐待防止対応の指導強化、
研修の実施

・啓発パンフ作成、課ホームページへのパン
フデータ掲載
    目標 18,000　実績 18,000

・障害者虐待防止・権利擁護研修の実施
    目標 170人　実績 176人

継続
（一部改善）

239

100 生活保護自立促進事業

　福祉労働部
　保護・援護課

228,758 ・専門的で計画的かつ細やかな個別対応を組
織的に行うことで、生活保護受給者の自立促
進を更に図る。

・自立・就労支援プログラムの策定と個別自
立計画の実施
・求人セット型職業訓練・就職支援
・長期入院患者（高齢者・精神障害者等）社
会復帰促進

・母子世帯の稼働率（稼働者数＝既稼働者数
＋新規就労者数）
    目標 35.1%(500人)　実績 34.2%

・長期入院患者退院者数
    目標 60人　実績 84人

継続
（拡充）

241

101 生活保護安定運営対策等事
業（適正受診指導事業）

　福祉労働部
　保護・援護課

13,261 ・被保護者の向精神薬の重複処方の調査を行
い、適正受診指導を行うことで医療扶助の適
正化を図る。
・後発医薬品の使用促進の取組みにより、医
療扶助費の削減を図る。

・適正受診指導員（薬剤師）を保健福祉（環
境）事務所に配置し、是正指導を支援
・後発医薬品の使用促進を周知

・適正受診指導件数
    目標 170件　実績 158件

・後発医薬品協力依頼薬局件数
    目標 25　実績 18

継続
（拡充）

243

102 ホームレス自立支援事業

　福祉労働部
　保護・援護課

27,628 ・福祉施策や就労支援策等により路上生活か
らの脱却支援、脱却後のケアを行うととも
に、国、関係機関等と連携しホームレス問題
の解決を図る。

・「ホームレス自立支援推進協議会」の設置 ・福岡県ホームレス自立支援推進協議会の開
催回数
    目標 3回以上　実績 1回

継続
（一部改善）

245
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（H24年度実績を記載）

103 ３０代チャレンジ応援セン
ター事業

　福祉労働部労働局
　労働政策課

69,909 ・パート、アルバイトでの就業期間が長期化
した３０代求職者に対し、正社員としての就
職を支援する。

・個別相談
・基礎研修
・専門研修（営業職、販売・接客職、デジタ
ルコンテンツに関する研修）
・合同会社説明会
・ハローワークと連携した個別求人開拓

・利用者数（延べ）
    目標 4,500人　実績 10,785人

・就職者数
    目標 1,500人　実績 777人

継続
（一部改善）

247

104 若者しごとサポートセン
ター事業

　福祉労働部労働局
　労働政策課

116,109 ・フリーター等不安定な雇用状態にある若者
の能力を効果的に向上させ、新たな分野への
興味を喚起させる。
・企業との接点を設定し求人数を拡大するこ
とで、出会いの場を多く設け、就職の促進を
図る。

・適性の見極め（求職者の個別相談）
・就職活動への支援（各種セミナー、大学生
向けの就職ガイダンスや面接指導等）
・マッチングの促進（合同会社面談会、地元
企業との交流会等）

・利用者数（延べ）
    目標 47,500人　実績 39,619人

・就職者数
    目標 5,800人　実績 5,467人

継続
（一部改善）

249

105 中高年就職支援センター事
業

　福祉労働部労働局
　労働政策課

66,953 ・県と国が共同で「福岡県中高年就職支援セ
ンター」を設置し、各種支援を一体的に実施
することにより、中高年求職者の早期再就職
を支援する。

・個別相談
・事前研修（就職支援セミナー）
・専門講習の実施
・ハローワークと連携した個別求人開拓

・中高年センター利用者の就職者数
    目標 2,700人　実績 2,829人

・出前相談利用者の就職者数
    目標 1,100人　実績 985人

継続
（一部改善）

251

106 新生活産業創出・育成事業

　福祉労働部労働局
　新雇用開発課（生活産業
室）

30,674 ・「新生活産業くらぶＦＵＫＵＯＫＡ」の支
援、フランチャイズ方式によって多店舗展開
を目指す企業の支援を通じて、事業者の事業
拡大を促進し、新たな雇用の創出・拡大を図
る。

・「新生活産業くらぶＦＵＫＵＯＫＡ」の支
援
・フランチャイズ本部人材育成講座、フラン
チャイズ活用講座の実施
・新生活産業創業支援フェアの実施

・新規参入・事業拡大事業者数（総合計画）
    目標 140社　実績 180社

・新規雇用者数（総合計画）
    目標 790人　実績 1,063人

継続
（一部改善）

253

107 子育て女性就職支援セン
ター事業

　福祉労働部労働局
　新雇用開発課

39,613 ・就業相談・情報提供から求人開拓・就職斡
旋までを一貫して実施することで、勤務時間
の制約等により就職が難しい子育て中の女性
の就職を支援する。

・就業相談や情報提供を行うアドバイザーの
配置
・就職サポートセミナーの実施
・求人開拓・就職斡旋の実施
・女性向け相談窓口の設置

・子育て女性就職支援センター就職者数（総
合計画）
    目標 700人　実績 468人

継続
（一部改善）

255

108 ７０歳現役社会推進事業 106,316 ・福岡県７０歳現役応援センターを中心に、 ・７０歳まで働ける企業の開拓 ・７０歳まで働ける企業の増加（総合計画） 継続108 ７０歳現役社会推進事業

　福祉労働部労働局
　新雇用開発課

106,316 ・福岡県７０歳現役応援センターを中心に、
高齢者が年齢にかかわりなく、職場や地域で
活躍できる選択肢の多い「７０歳現役社会」
の実現を目指す。

・７０歳まで働ける企業の開拓
・センターにおける相談、マッチング支援
・企業向け、従業員向けセミナーの実施
・北九州オフィスの設置、出張相談の実施
・まちおこし等の地域課題解決に高齢者が主
体となって取り組む事業を助成

・７０歳まで働ける企業の増加（総合計画）
    目標 30%増加(H28)　実績 17.8%

・県内高齢者の就業率の向上（総合計画）
    目標 25%向上(H28)　実績 17.7%

継続
（一部改善）

257

109 障害者就業・生活支援事業

　福祉労働部労働局
　新雇用開発課

72,820 ・求職障害者の就労支援及び在職障害者の職
場定着を図ることによる障害者雇用の促進・
安定、障害者法定雇用率の達成を目指す。

・障害者就業・生活支援センター事業の実施
・障害者就職準備講座の開催
・特別支援学校卒業生の就職拡大
・知的障害者県職場体験実習事業の実施

・障害者就業・生活支援センターの支援を受
けて就職する障害者数
    目標 487人　実績 510人

継続
（一部改善）

259

110 子育て応援宣言企業推進事
業

　福祉労働部労働局
　新雇用開発課

6,936 ・「子育て応援宣言企業」登録制度を推進
し、従業員が出産・子育て期を通じて十分な
子育てをしながら引き続きその能力を活かし
て働くことができる社会の実現を目指す。

・未宣言企業への登録促進
・優良企業の知事表彰
・子育て応援宣言企業合同会社説明会の実施

・子育て応援宣言企業数（総合計画）
    目標 4,000人　実績 4,338人

継続
（一部改善）

261

111 誘致企業即戦力人材育成事
業

　福祉労働部労働局
　職業能力開発課

20,160 ・高等技術専門校の施設内訓練や委託訓練に
おいて、誘致企業のオーダーに応じた人材育
成の仕組みを構築することで、企業誘致の強
化及び求職者の早期就職を図る。

・高等技術専門校において、誘致企業の要望
に応じたオーダーメイド訓練を実施
・民間教育訓練機関等を活用し、誘致企業の
要望に応じたオーダーメイド訓練を実施

・ものづくり即戦力人材育成の実施
    目標 100名　実績 45名

・サービス業即戦力人材育成の実施
    目標 100名　実績 0名

継続
（一部改善）

263

112 アジア自治体間環境協力推
進事業

　環境部
　環境政策課

48,902 ・ 友好提携地域の環境問題の解決及び本県
の環境関連産業の振興に資するため、公害克
服の過程で蓄積した環境技術やノウハウ等を
活用した環境協力事業を実施する。

・国際環境人材育成
・国際環境協力
・環境人材バンク
・留学・研究生能力活用
・アジア自治体間環境協力会議

・環境協力協定の締結先数
    目標 4　実績 3

・研修参加者数
    目標 100人　実績 98人

継続
（縮小）

265
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113 緊急時モニタリング体制強
化事業

　環境部
　環境保全課

41,872 ・放射線に関する情報を集約・一元管理し、
県民、関係機関に提供するシステムを構築・
運営する。
・放射線測定研修の継続した実施により、緊
急時のモニタリング体制を強化する。

・緊急時モニタリング調査にかかる人材育成
・モニタリング調査情報の収集・伝達システ
ムの構築・運営
・UPZ内のモニタリング機器の整備・運用
・SPEEDIネットワークシステムの整備・運用

・放射線測定研修（研修回数）
    目標 7回　実績 7回

継続
（一部改善）

268

114 中小企業省エネ促進事業

　環境部
　環境保全課

10,397 県内中小企業等の省エネルギー対策を促進
し、民生業務及び産業部門の温室効果ガスの
排出削減を図る。

・省エネ人材育成、省エネ情報発信、省エネ
相談の各事業の実施

・省エネ相談事業に係る省エネ現場指導件数
    目標 140件　実績 98件

継続
（一部改善）

270

115 エコライフ促進事業

　環境部
　環境保全課

3,750 暮らしと事業活動を見直すことによる温室効
果ガス排出量の削減を図る。

・エコライフ応援サイトの運営
・エコファミリー応援事業の実施
・エコ事業所応援事業の実施
・温暖化対策地域協議会の運営

・エコファミリー世帯数（累計）
    目標 40,000　実績 15,191

・エコ事業所登録数（累計）
    目標 5,000　実績 1,985

継続
（一部改善）

272

116 微小粒子状物質(PM2.5)観測
機器整備事業

　環境部
　環境保全課

11,852 ・大気汚染常時監視測定局にPM2.5の監視機
能を追加し、県内の大気汚染の状況を把握す
る。
・成分分析を行い、発生源ごとの寄与割合の
把握、生成機構の解明等を行う。

・県内10箇所の大気汚染常時監視測定局に
PM2.5測定機器を整備
・保健環境研究所に成分分析用機器を整備

・常時監視機器の整備台数
    目標 10台　実績 10台

・成分分析機器の整備台数
    目標 1台　実績 1台

継続
（一部改善）

274

117 リサイクル製品活用促進事
業

　環境部
　循環型社会推進課

6,413 ・循環型社会を構築するため、リサイクル製
品の利用促進を図る。

・「福岡県リサイクル製品認定制度」の着実
な運用
・認定リサイクル製品の公共・民間工事にお
ける利用促進、事業者、県民等への普及啓発

・認定製品(再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物)の販売量
(t)
    目標 1,100,000　実績 978,424

・認定製品(路盤材)の販売量(㎥)
    目標 1,400,000　実績 1,746,665

継続
（一部改善）

276

118 環境人材育成・ネットワー
ク事業

2,124 ・環境・リサイクルに携わる人材の育成やリ
サイクルに関係する各者のネットワークを通

・３Ｒ研修、事業化研修の実施
・研究発表会・情報交換会の開催、展示会へ

・研修事業参加者
    目標 150人　実績 128人

継続
（一部改善）ク事業

　環境部
　循環型社会推進課

サイクルに関係する各者のネットワークを通
じて、早期に社会システム構築を図る。

・研究発表会・情報交換会の開催、展示会へ
の出展

    目標 150人　実績 128人

・イベント案内等各種情報の送付先件数
    目標 1,150件　実績 1,344件

（一部改善）
278

119 ごみ減量化促進対策事業

　環境部
　循環型社会推進課

3,426 ・一般廃棄物の減量化、リサイクルの促進を
図るため、県民、事業者、市町村等の自主的
な3Rの取組を活性化する。

・容器包装廃棄物の減量化・リサイクル
・ごみ減量化・再使用、再生利用等啓発
・３Ｒの達人の派遣等
・こども３Ｒ学習事業

・1人あたりの１日のごみ排出量(g/日)
    目標 986　実績 994(速報値)

・マイバッグ持参率
    目標 25.0%　実績 26.0%

継続
（一部改善）

280

120 レアメタルリサイクル推進
事業

　環境部
　循環型社会推進課

1,508 ・レアメタルリサイクルシステムの事業化に
より、エコタウンを中心としたレアメタルリ
サイクルの拠点化と本県環境産業の振興を図
る。

・レアメタルリサイクル産学官連絡会議 ・レアメタルリサイクルシステムの事業化
    目標 H27年に事業化　実績 一部達成済
み

継続
（一部改善）

282

121 炭素繊維リサイクル推進事
業

　環境部
　循環型社会推進課

15,459 ・大牟田エコタウンの再生炭素繊維工場を中
心とした炭素繊維リサイクルシステムの事業
化、本県リサイクル産業の振興を図る。

・炭素繊維リサイクル事業化推進会議
・再生炭素繊維を活用した製品開発プロジェ
クト

・炭素繊維リサイクルシステムの事業化
    目標 H27年に事業化　実績 事業化準備
に着手

継続
（一部改善）

284

122 リサイクル拠点化促進事業

　環境部
　循環型社会推進課

4,822 ・循環型社会構築に貢献するリサイクル拠点
の形成及び本県のリサイクル産業の振興を図
る。

・環境をテーマとした全国規模の展示会への
出展（東京、名古屋等）

・展示会来場人数
    目標 200,000人　実績 239,899人

継続
（一部改善）

286
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123 産業廃棄物リサイクル施設
整備事業

　環境部
　循環型社会推進課

37,852 ・産業廃棄物の再資源化事業者が行う再資源
化施設の整備を支援することにより、産業廃
棄物の減量化や資源の有効利用を図る。

・民間事業者が行う産業廃棄物の再資源化施
設の整備への助成

・再資源化施設で処理された産業廃棄物量
(t)
    目標 32,000　実績 76,421

・事業化件数（累計）
    目標 16件　実績 14件

継続
（一部改善）

288

124 保健所設置市産廃対策交付
金事業

　環境部
　循環型社会推進課

31,913 ・保健所設置市が行う産業廃棄物適正処理の
推進に係る事業を産業廃棄物税を活用して支
援することにより、県の所管区域だけでな
く、県全体のおける産業廃棄物の適正処理の
推進を図る。

・保健所設置市が県と同等の適正処理施策を
実施するため一定額の交付金を交付
（主な対象）
　専門員の配置、県と同等の監視に必要な監
視班の配置、研修会の開催

・保健所設置市における廃棄物処理法等の違
反に対する行政処分件数
    目標 前年度より減　実績 2件(H23)→2
件(H24)

継続
（一部改善）

290

125 市町村産廃対策支援事業

　環境部
　循環型社会推進課

4,637 ・保健所設置市以外の市町村が実施する産業
廃棄物最終処分場における適正処理推進対策
及び不法投棄防止対策を支援することによ
り、産業廃棄物の適正処理の推進を図る。

・産業廃棄物適正確認事業への補助
　最終処分場周辺地域の水質等の調査、産業
廃棄物の内容の確認
・不法投棄防止対策事業への補助
　監視カメラ、看板、侵入防止柵等の設置

・産廃適正処理確認事業及び不法投棄防止対
策事業への補助件数（累計）
    目標 24件　実績 26件

・不法投棄等不適正処理の発生件数（１件
10t以上。保健所設置市分除く）
    目標 前年度より減　実績 0件(H23)→0
件(H24)

継続
（一部改善）

292

126 産廃処分業者実務研修事業

　環境部
　廃棄物対策課

1,881 ・実務担当者や実務責任者等に対し、立場や
責任に応じた研修を行い、産業廃棄物処理業
者の資質向上を図ることにより、産業廃棄物
の適正処理の推進を図る。

・（公社）福岡県産業廃棄物協会が実施する
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」等関
連法規の内容や手続き等に関する体系的な研
修事業への補助

・管理票に係る事業者への勧告件数
    目標 0件　実績 0件

・研修参加者数
    目標 1,000人　実績 1,095人

継続
（一部改善）

294

127 産廃処理指導強化事業

　環境部
　監視指導課

71,276 ・産業廃棄物の不適正処理に係る監視指導体
制を強化することにより、不法投棄等不適正
処理の早期是正に努め、もって不適正処理の
未然防止を図る。

・廃棄物不法投棄等対策専門員（警察官OB）
を配置し、的確な監視指導を実施
・監視指導における機動力を確保するため、
監視パトロール車を整備

・不法投棄件数に占める未解決件数の割合
    目標 9%　実績 33%

・監視立入件数のうち指導に至った件数の割

継続
（一部改善）

296
　監視指導課 未然防止を図る。 監視パトロール車を整備 ・監視立入件数のうち指導に至った件数の割

合
    目標 17%　実績 28%

296

128 生活環境保全上の支障除去
推進事業

　環境部
　監視指導課

12,200 ・生活環境保全上の支障が生じる恐れがある
産業廃棄物の不法投棄について、支障除去事
業の計画的な実施を図る。

特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関
する特別措置法を活用し、生活環境保全上の
支障除去等事業を実施

・生活環境保全上の支障除去
    目標 対策工事実施　実績 対策工事実施

継続
（縮小）

298

129 希少野生生物保護推進事業

　環境部
　自然環境課

5,848 ・福岡県レッドデータブックを最新データに
更新することにより、多様な主体による保護
対策を効果的に進める。

・「福岡県希少野生生物保護検討会議」の開
催
・レッドデータブックの改訂に向けた調査、
編集委託

・福岡県希少野生生物保護検討会議
    目標 3回　実績 3回

継続
（一部改善）

300

130 グリーンアジア国際戦略総
合特区推進事業

　商工部
　商工政策課

6,897 ・産学官を中心に組織した「グリーンアジア
国際戦略総合特区地域協議会」を核に、「グ
リーンアジア国際戦略総合特区事業」を効果
的に推進する。

・「グリーンアジア国際戦略総合特区」シン
ポジウムの開催等
・税制・財政上の支援等に関する国との協議
・「グリーンアジア国際戦略総合特区地域協
議会」の開催等

・シンポジウムの参加者数
    目標 500人　実績 500人

・地域協議会の開催件数
    目標 6回　実績 5回

継続
（一部改善）

302

131 サイエンスマンス開催事業

　商工部
　商工政策課

11,418 ・青少年の「理科離れ」対策を講じ、”知的
創造力に富んだ多様な人材”を育成するた
め、青少年を中心とする県民に広く科学に親
しむ機会を提供する。

・NPOとの協働によるサイエンスマンスの開
催
・県民が科学技術に親しむ機会を提供（科学
工作教室、実験教室等）

・参加イベント数
    目標 230　実績 212

継続
（一部改善）

304

132 Ｒｕｂｙビジネス・コンテ
ンツ産業振興事業

　商工部
　商工政策課

38,698 ・アジア・世界市場を目指す県内中小企業の
育成及び関連企業の誘致。

・技術人材の育成や先導的製品開発等による
軽量Rubyの普及促進。
・シリコンバレー等世界の企業と連携・融合
型の新ビジネスを進めるためのコミュニティ
活動の強化。

・Ruby開発企業数（総合計画）
    目標 240社　実績 239社

・Rubyによるオリジナル製品の開発
    目標 150件　実績 200件

継続
（拡充）

306
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133 行きたくなる商店街づくり
事業

　商工部
　中小企業振興課

29,843 ・商店街の施設整備や魅力ある店舗誘致等の
取組みを支援することにより、身近な買い物
場、地域コミュニティの担い手としての機能
を高め、商店街の活性化を促進する。

・県内商店街における活性化に向けたハー
ド・ソフトの取組に対する助成
・中心市街地商店街における魅力ある店舗の
誘致等集客力向上に効果がある取組に対する
助成

・本事業を活用した商店街数
    目標 20　実績 17

継続
（一部改善）

308

134 出向く商店街事業

　商工部
　中小企業振興課

7,447 ・商店の撤退や公共交通機関の廃止等によ
り、日常の買い物に支障を来している高齢者
等が増えている状況を踏まえ、商店街が行う
買い物支援の取組みを促進するとともに、商
店街活性化を図る。

・高齢者等日常の買い物に支障を来している
人々を対象に行う出張商店街、宅配サービス
等の取組に対する助成

・目標値（売上や利用者数等、各商店街で設
定）を達成した商店街数
    目標 8　実績 2

終了
（再構築）

310

135 福岡アジアファッション産
業振興事業

　商工部
　中小企業振興課

17,720 ・福岡アジアファッション拠点推進会議のも
と、アジア市場への販路開拓、展示商談会、
人材育成等各種事業を展開することにより、
本県ファッション産業の振興を図る。

・福岡アジアコレクション（ＦＡＣｏ）を核
とし、中国大連でのファッションショー開催
や商談会等によるビジネス機会の拡大
・「福岡ファッション展示商談会」による販
売促進
・デザインコンテスト、インターンシップ等
によるファッション人材の育成・確保

・リーディング企業数
    目標 30社　実績 30社

終了
（再構築）

312

136 中小企業総合支援事業（農
商工連携強化事業）

　商工部
　中小企業経営金融課

13,134 ・農林漁業者と中小企業者が連携して行う新
商品・新サービスの開発を促進するため、事
業計画策定、試作品開発、量産化、販路開拓
までを一貫して支援する体制の強化を図る。

・農商工連携アドバイザーを設置し、公設研
究機関と連携し、商品企画・マーケティング
等を実施

・農商工連携事業化認定件数
    目標 150件(H26)　実績 75件

継続
（一部改善）

314

137 海外企業誘致センター事業

　商工部
　国際経済観光課

8,104 ・海外企業誘致を通じて、地域経済の活性化
や雇用創出を図るとともに、県内企業の海外
ビジネス展開のきっかけづくり、国際ビジネ
ス拠点としての本県の魅力やイメージの向上
につなげる。

・福岡県海外企業誘致センターを通じて、投
資環境のPRや市場情報の提供、拠点設立まで
のサポートおよび進出後のフォローアップを
一貫して提供

・企業誘致数
    目標 14社　実績 14社

継続
（一部改善）

316

138 環境ビジネス海外展開促進 6,858 ・友好提携地域との環境協力協定の枠組みの ・協定先との定期会議や環境ビジネス商談会 ・環境関連ビジネスのマッチング数 終了138 環境ビジネス海外展開促進
事業

　商工部
　国際経済観光課

6,858 ・友好提携地域との環境協力協定の枠組みの
もと、安心・安全な取引環境を構築し、県内
企業の環境ビジネス市場への海外展開を促進
する。

・協定先との定期会議や環境ビジネス商談会
の開催（中国、ベトナム、タイ）
・プロジェクト検討会、総会、幹事会の開催

・環境関連ビジネスのマッチング数
    目標 2件　実績 0件

終了
（再構築）

318

139 福岡アジアビジネスセン
ター事業

　商工部
　国際経済観光課

38,244 ・「福岡アジアビジネスセンター」が情報提
供から現地サポートまでワンストップで支援
することにより、県内中小企業のアジアビジ
ネス展開を促進する。

・常勤スタッフ、専門アドバイザーによる個
別相談対応
・各種セミナー、交流会開催、情報の一元管
理及び発信

・中小企業の海外展開契約件数
    目標 H26までに40件　実績 26件

継続
（拡充）

320

140 九州観光戦略推進事業

　商工部
　国際経済観光課

70,311 ・九州観光を取り巻く環境の変化に対応し
て、平成２３年度からの短期計画と中長期計
画を記した「第３次九州観光戦略」（H23～
H25、3カ年）を策定し、観光客誘致に取り組
む。

・九州の魅力を磨きブランド化する戦略
・国内大都市圏などからの誘客戦略
・海外からの誘客戦略

・九州の延べ宿泊者数（外国人除く）
    目標 3,280万人　実績 3,608万人

・九州への入国外国人数
    目標 150万人(H25)　実績 115万人

継続
（改善）

322

141 観光振興事業

　商工部
　国際経済観光課

22,800 ・九州国立博物館をはじめとする観光資源の
情報発信や観光地づくりの支援、産業観光の
推進等を市町村等と一体になって実施するこ
とにより、本県観光の振興と地域の活性化を
図る。

・地域の観光資源との連携
・産業観光の魅力の向上、情報発信機能の整
備
・産業観光による海外からの誘客　　等

・県内延べ宿泊者数（総合計画）
    目標 1,330万人　実績 1,367万人

・県内への入国外国人数（総合計画）
    目標 94万人　実績 83万人

継続
（一部改善）

324

142 水素エネルギー戦略事業

　商工部
　新産業・技術振興課

103,751 ・水素エネルギー関連企業の集積を目指すと
ともに、『水素エネルギー製品研究試験セン
ター』の試験機能を活かし、県内企業の製品
開発を促進する。

・地元企業の参入支援
・社会実証
・水素人材育成

・大型研究等件数
    目標 5件　実績 5件(H25)

・水素人材育成数
    目標 150人　実績 147人(H25)

継続
（一部改善）

326
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143 水素エネルギー製品研究試
験センター運営事業

　商工部
　新産業・技術振興課

99,571 ・『水素エネルギー製品研究試験センター』
を円滑に運営することにより、水素関連企業
の製品開発や新規参入を支援し、水素エネル
ギー新産業の育成・集積を促進する。

・試作品等に関する製品試験
・製品試験方法の開発
・民間企業との共同研究（バルブ等の共同開
発、材料開発）
・セミナー、広報活動

・新規参入企業等育成数
    目標 2社　実績 2社

継続
（一部改善）

328

144 知的所有権活用促進事業

　商工部
　新産業・技術振興課

9,705 ・県内中小企業の知的財産を基にした新技術
開発や新産業の創出を支援する。
・工業技術センターで国際特許を取得し、当
該特許による製品の製造販売を予定している
県内中小企業の海外展開の促進及び、海外展
開時における技術の保護を図る。

・地域中小企業の技術ニーズと未利用特許と
のマッチング
・知的財産実務者セミナーの開催
・工業技術センターの研究成果の国際特許取
得

・技術移転件数
    目標 26件　実績 11件

・海外特許出願の件数（累計）
    目標 41件　実績 29件

継続
（一部改善）

330

145 産学官連携コーディネート
事業

　商工部
　新産業・技術振興課

7,452 ・企業ニーズと研究シーズをマッチングして
コーディネートし、県内企業の新技術・新製
品開発を促進する。

・積極的に県内企業及び大学等の研究機関へ
出向き、技術ニーズ、研究シーズを把握し、
産学官共同研究のコーディネートや、研究成
果の実用化に向けてのマッチングを行う。

・ISTのﾏｯﾁﾝｸﾞｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀによる国等の研究開
発事業へのｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ件数
    目標 105件　実績 40件

・製品化件数（累計）
    目標 30件　実績 25件

継続
（一部改善）

333

146 ILC国際研究拠点化推進事業

　商工部
　新産業・技術振興課

7,505 ・ＩＬＣ計画の九州（脊振地域）における実
現を目指す。

・ＩＬＣアジア－九州推進会議を核に、国等
への要望活動を強化
・広報・普及活動の推進

・ＩＬＣアジア－九州推進会議の会員数
    目標 200　実績 180(H25)

・シンポジウム等への参加人数
    目標 500人　実績 840人(H25)

継続
（一部改善）

335

147 先端半導体開発拠点化事業

　商工部
　新産業・技術振興課
　新産業プロジェクト室

201,920 ・福岡発の世界標準技術開発の支援と、県内
中小企業・ベンチャーへの技術移転を支援
し、本県を先端半導体開発拠点へ成長させ
る。
・アジア等海外も視野に入れた製品開発や生
産、市場展開ができる中小企業・ベンチャー

・世界標準部品内蔵基板の開発・普及促進
・環境配慮型先端半導体製品開発支援
・福岡システムLSIカレッジを活用した技術
者の育成

・海外との連携活動が可能な県内中小・ベン
チャー企業(累計)
    目標 10社　実績 9社

・地域連携コーディネーターによる外部資金
獲得件数(累計)

継続
（一部改善）

337

産、市場展開ができる中小企業・ベンチャー
（５０社）の育成を図る。

獲得件数(累計)
    目標 4件　実績 1件

148 三次元半導体研究センター
及び社会システム実証セン
ター運営事業

　商工部
　新産業・技術振興課
　新産業プロジェクト室

84,425 ・企業との共同研究、試作・評価等を支援す
る。
・企業の研究開発・実証実験を支援し、製品
化を促進する。

・試作・組立の拠点施設「三次元半導体研究
センター」および実証・評価の拠点施設「社
会システム実証センター」による企業支援を
実施する。

・三次元半導体研究センター受託件数
    目標 68件　実績 85件

・社会システム実証センター受託件数
    目標 20件　実績 25件

継続
（一部改善）

339

149 バイオ産業拠点化事業

　商工部
　新産業・技術振興課
　新産業プロジェクト室

105,173 ・県南久留米を中心にバイオ技術を核とする
新産業の創出やベンチャー企業等の一大集積
を形成する。

・バイオ産業振興施策の検討、産学官連携に
よる研究開発の促進や研究成果の展開
・バイオベンチャー企業の育成、有望企業の
誘致活動
・がんペプチドワクチンの実用化を推進

・バイオ関連企業集積数
    目標 180　実績 180

・地域イノベーション戦略支援プログラムバ
イオ関連  出願特許数（累計）
    目標 131件　実績 134件

継続
（一部改善）

341

150 ロボット産業振興事業

　商工部
　新産業・技術振興課
　新産業プロジェクト室

25,129 ・産業用ロボット及びサービスロボットの両
分野において、高度な技術力を持った企業の
集積を拡大し、ロボット産業の一大拠点形成
を目指す。

・サービスロボット分野への参入促進
・環境に配慮した高性能ロボット製品等の開
発促進
・ロボット産業振興会議の運営

・環境配慮型高機能ロボット製品・部品開発
    目標 2件　実績 2件

継続
（一部改善）

343

151 有機光エレクトロニクス実
用化開発センター事業

　商工部
　新産業・技術振興課
　新産業プロジェクト室

55,259 ・有機ＥＬを使って製品化を考えている企業
との共同研究開発や製品の耐久性や特性評
価、研究会による地場企業の参入促進等、一
連の支援を行い、実用化を促進することによ
り、有機ＥＬデバイス関連企業の育成・集積
を図り、一大開発拠点となることを目指す。

・有機光エレクトロニクス研究基盤の確立
・地場企業の参入・育成に向けた取組の推進
・有機EL関連企業の研究部門誘致に向けた取
組

・有機光エレクトロニクス実用化開発セン
ターにおける共同研究参加企業数
    目標 7件(H25)　実績 7件(H25)

継続
（一部改善）

345
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152 戦略的企業立地促進事業

　商工部
　企業立地課

2,094,370 ・企業の初期投資を軽減させることにより、
本県への企業立地を促進し、産業の集積や県
民の雇用拡大、県内企業との取引拡大等を図
る。
・県内立地企業の設備投資を支援することに
より、更なる事業拡大を図る。

・企業立地促進交付金の交付
・企業立地促進融資の実施

・立地企業件数
    目標 25件　実績 24件

継続
（一部改善）

347

153 工場用地基盤整備事業

　商工部
　企業立地課

5,128 ・企業誘致を優位に優位に進めるため、市町
村と連携し、周辺道路や工業用水など企業か
らの多様なニーズに合う、魅力のある工業団
地を確保する。

・市町村が行う工業団地整備改良への補助
・市町村が行う新規団地開発への助言、支援
　　各種法規制等に関する個別の助言
　　市町村担当者研修会の実施

・市町村における工業団地整備計画数
    目標 10件　実績 10件

継続
（一部改善）

350

154 北部九州自動車産業アジア
先進生産拠点推進事業

　商工部
　企業立地課
　自動車産業振興室

92,956 ・北部九州の自動車産業が更なる発展を遂げ
ていくため、「北部九州自動車産業アジア先
進拠点推進構想」のもと、地域の力を結集
し、アジアをリードする次世代自動車を含め
た一大生産拠点の構築を目指す。

・品質・コスト面の競争力強化
・研究開発力の強化
・新たな自動車社会の実証促進
・自動車人材の集積・交流促進　等

・自動車生産台数（総合計画）
    目標 150万台　実績 142万台

・自動車部品の地元調達率（総合計画）
    目標 70%　実績 60%

継続
（改善）

352

155 地域特産物振興事業

　農林水産部
　農山漁村振興課

2,708 ・地域特産の維持を図り、中山間地域におけ
る安定的な収入の確保を図る。
・中山間地域における６次産業化を推進す
る。

・ハゼの木の植栽を行う営農集団に対する助
成
・説明会、検討部会、研修会、育成試験等の
実施
・市町村及び営農集団への指導業務

・ハゼ植栽新規面積
    目標 2ha　実績 1.1ha

継続
（一部改善）

354

156 営農用電力自給モデル事業

　農林水産部
　農山漁村振興課

3,841 ・農村地域での新エネルギー創出、自給型活
用に向けた実証及びエネルギーシステムの構
築を図る。

・モデル地区において、発電施設の整備を実
施
・モデル地区における諸元情報調査、電力利
用状況等のアンケート調査実施
・推進マニュアル作成、導入効果ＰＲ

・モデル集落実証数
    目標 3地区(H26)　実績 0地区

継続
（改善）

356

157 ふくおか食の安全・安心対
策事業

9,617 ・安全・安心な県産農林水産物を県民に提供
することにより、県産農林水産物の消費拡大

・農林水産物の衛生管理の実施（GAP)
・JAS法に基づく調査・指導及び普及啓発

・ＧＡＰ導入産地数（園芸品目の主要産地）
    目標 90　実績 81

継続
（一部改善）策事業

　農林水産部
　食の安全・地産地消課

することにより、県産農林水産物の消費拡大
を図る。

・JAS法に基づく調査・指導及び普及啓発     目標 90　実績 81 （一部改善）
358

158 女性農業者活動支援事業

　農林水産部
　経営技術支援課

7,578 ・女性農業者の営農及び家庭上の負担を軽減
するとともに、その能力向上を図り、園芸農
業の維持・発展を図る。
・専門家によるマンツーマン指導や新商品開
発に向けた支援を行うことにより、女性の起
業活動を促進する。

・県農協中央会での基本計画策定支援
・各農協が行う「営農ヘルパー制度」、高齢
者を日中預かる「あんしんの広場」の運営支
援
・女性農業者に対する新商品開発に向けた支
援、起業活動促進支援

・アクションプログラム策定、実践
    目標 21　実績 21

・女性起業数
    目標 240　実績 221

継続
（一部改善）

360

159 ふくおか農林水産物販売促
進事業

　農林水産部
　園芸振興課

17,765 ・大都市圏や県内で県産農林水産物のPRを実
施し、認知度向上、販路拡大を図る。

・大都市圏での販売促進対策
・県内販売促進対策
・県産農林水産物PR活動

・市場シェア率など（詳細は評価書を参照）
    目標 　実績

継続
（一部改善）

362

160 農林水産物ブランド確立対
策事業

　農林水産部
　園芸振興課、水田農業振
興課、畜産課

15,145 ・「あまおう」「夢つくし」に続く県産農産
物のブランドを確立し、生産農家の経営安定
を図る。

・農業団体が行うPR活動への助成（とよみつ
ひめ）
・屋台へのサンプル麺の提供、キャンペーン
の開催（ラー麦）
・博多和牛まつりの開催（博多和牛）　等

・「とよみつひめ」の認知度
    目標 28%　実績 44%

・「ラー麦」の認知度
    目標 20%　実績 33%

継続
（一部改善）

364

161 雇用型園芸農業推進事業

　農林水産部
　園芸振興課

7,108 ・家族経営から雇用型経営への転換を推進
し、農家所得の向上を図り、産地規模を維
持・拡大を目指す。

・県、地域での推進体制を整備
・地域において個別農家を支援
・地域全体で雇用労働力を確保するしくみづ
くりを導入

・雇用型経営体
    目標 1,300　実績 1,317

継続
（縮小）

366
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162 6次産業化推進事業

　農林水産部
　園芸振興課

36,409 ・地域資源を活かした農林水産業の６次産業
化を進めることで、地域産業の活性化を図
り、雇用機会の創出や農林漁業者の所得向上
につなげる。

・地域共同体が行う県産農林産物を使った新
商品の開発を支援
・農業者が行う新商品開発を支援
・セミナー、商談会の開催

・新商品開発数
    目標 5件　実績 5件

継続
（改善）

368

163 県産農林水産物輸出拡大促
進事業

　農林水産部
　園芸振興課輸出促進室

34,685 ・県産農産物の販路を拡大し農家所得の向上
を図るため、輸出拡大に取り組む。
・県産米の新たな需要を開拓するため、海外
販路の拡大と県産米のブランド化を進め、本
県水田農業の維持発展に取り組む。

・福岡県産品輸出促進協議会を通じた販売促
進と販路開拓
・組合せ品目の需要調査と低コスト輸送方法
のモデル実証
・輸出体制の整備　等

・農産物輸出額
    目標 2,000百万円　実績 1,117百万円

継続
（一部改善）

370

164 水田農業担い手機械導入支
援事業

　農林水産部
　水田農業振興課

175,000 ・水田農業の担い手に大型機械等を導入し、
効率的な農業経営、農作業の集約化を促進す
るとともに、生産コストの低減等に取り組む
営農組織等の育成を進め、競争力ある水田農
業を確立する。

・集落営農組織、認定農業者等の大型機械等
導入を支援

・担い手経営面積シェア
    目標 49%　実績 45%

継続
（一部改善）

372

165 水田農業経営力強化事業

　農林水産部
　水田農業振興課

278,131 ・農業の構造改革を加速的に進め、経営とし
て成り立つ水田農業へ誘導するため、組織構
成員の意識改革を行い、大規模農家や法人の
経営規模を３割増加するなど経営基盤の強化
を図る。

・経営基盤強化に取り組む担い手への助成
・農業経営アドバイザーの派遣
・県産米認知度を高めるためのテレビＣＭの
作成

・法人化した集落営農組織数（総合計画）
    目標 120　実績 131

・１０ha以上の専業農家数
    目標 310　実績 331

継続
（縮小）

374

166 若者の農業参入定着支援事
業

　農林水産部
　経営技術支援課
　後継人材育成室

655,639 ・農外からの意欲ある参入希望者を着実に就
農させるための仕組みを本県の実情に適応し
た形で確立し、担い手の拡大を図る。

・セミナー相談会の実施、全国フェアへの参
加
・就農支援研究会、先進農家実践研修の実施
・青年就農給付金の給付

・新規就農者数（総合計画）
    目標 160人　実績 204人

・うち他産業からの就農者数
    目標 130人　実績 176人

継続
（一部改善）

376

167 たくましい農業人材育成事
業

7,876 ・新規就農者等の早期の経営確立を図る。 ・各普及指導センターにおいて実践的な講座
等を実施
・就農希望者等に対する情報提供や相談活動

・新規就農者数（総合計画）
    目標 200　実績 204

継続
（一部改善）

　農林水産部
　経営技術支援課
　後継人材育成室

・就農希望者等に対する情報提供や相談活動
・農業大学校研修科における就農準備等の支
援

・農村女性リーダー認定数
    目標 590　実績 610

378

168 総合的な鳥獣被害対策の強
化事業

　農林水産部
　畜産課

17,828 ・地域ぐるみでの総合的な鳥獣被害対策の取
組を推進する。
・捕獲獣の適正な処理を進めるとともに、獣
肉の資源としての有効活用を推進し、捕獲意
欲の向上を図ることで農林水産物の被害軽減
を図る。

・地域ぐるみの有害鳥獣捕獲の推進
・捕獲鳥獣回収処理体制の実証
・獣肉等利活用推進

・被害対策に取り組む集落数（総合計画）
    目標 1,040　実績 1,083

・研修会参加者数（人）
    目標 600　実績 372

継続
（縮小）

380

169 死亡牛BSE全頭検査事業

　農林水産部
　畜産課

19,497 ・消費者の牛肉の安全性に対する信頼を回復
する。

・死亡牛（２４ヶ月齢以上）全頭の牛海綿状
脳症(BSE)検査を実施

・死亡牛のＢＳＥ検査実施率
    目標 100%　実績 100%

継続
（一部改善）

383

170 口蹄疫等防疫対策事業

　農林水産部
　畜産課

4,297 ・家畜伝染病に対して「持ち込ませない・拡
げない」ためのリスク管理体制を確立し、畜
産経営の安定的な発展を図る。

・県境防疫対策の強化
・家畜疾病対策の推進
・初動防疫体制の強化

・県内での海外悪性伝染病の発生
    目標 0件　実績 0件

継続
（一部改善）

385

171 有害鳥獣対策強化事業

　農林水産部
　畜産課

5,235 ・鳥獣捕獲マイスター制度を創設し、わな猟
者の育成に加え、減少傾向にある銃猟者を育
成し、捕獲体制を強化する。
・鳥獣捕獲マイスターを活用した広域的・効
率的な捕獲活動を推進する。

・狩猟免許取得に要する経費の一部助成
・新規銃猟者向け安全射撃研修会等の開催
・鳥獣捕獲マイスターによる捕獲活動に要す
る経費の一部を助成

・被害対策に取り組む集落数（総合計画）
    目標 1,040　実績 1,083

継続
（一部改善）

387
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172 森林調査等活動支援事業

　農林水産部
　林業振興課

34,727 ・森林経営計画の作成及び施業集約化の促進
を支援することにより、持続可能な森林経営
を確立する。

・森林所有者等が森林施業の集約化に必要な
地域活動に要した経費に対して助成を行う。

・森林経営計画の作成面積 (ha)
    目標 23,000ha　実績 25,200ha

・搬出間伐が実施された森林面積
    目標 100ha　実績 50ha

継続
（拡充）

389

173 県産材競争力強化事業

　農林水産部
　林業振興課

8,407 ・県内の木材需要に対応する「原木の供給
力」や「製材品の供給力」の強化を図る。

・民間林業事業体に対する技術研修や高性能
林業機械の導入支援
・製材工場のJAS認定を支援
・製材工場の再編に係る協議を支援

・県内製材工場の需要に占める県産材シェア
（総合計画）
    目標 30%　実績 21%

・JAS認定工場数
    目標 6工場　実績 3工場

継続
（一部改善）

391

174 森林環境税事業

　農林水産部
　林業振興課

1,327,268 ・県内の荒廃した森林を再生し、公益的機能
が十分に発揮できる緑豊かな森林として次世
代へ引き継ぐとともに、森林を県民共有の財
産として社会全体で守り育てる気運の向上を
図る。

・森林の整備、森林の造成、荒廃森林の公的
取得
・森林づくり活動公募、情報発信

・荒廃森林の面積(ha)
    目標 14,900ha　実績 15,926ha

・森林ボランティア組織数(団体)
    目標 230(H29)　実績 125

継続
（一部改善）

393

175 放置竹林対策モデル事業

　農林水産部
　林業振興課

3,066 ・竹林面積の大きい市町村にモデル地区を設
定し、市町村と地元集落が主体となり、竹材
の売却益を利用して放置竹林の解消を図る取
り組みについて、検証を行う。

・放置竹林の整備
・再竹林化の防止

・放置竹林の伐採面積
    目標 10ha　実績 6ha

終了
（完了）

395

176 さわやか道路美化促進事業

　県土整備部
　道路維持課

4,819 ・地域住民や企業等と連携し、県管理道路の
清掃・植栽管理を行うことで、地域住民の道
路を大切にする意識を高揚させるとともに、
魅力ある地域づくり、道路利用者等のマナー
向上を図る。

・募集団体の認定、アダプトサインの設置、
障害保険の加入、清掃用具等の支給
・覚書を締結した市町村による参加団体の募
集・推薦、回収ゴミの収集、処理

・協定により団体が管理する道路距離
    目標 300㎞　実績 358km

・参加団体数
    目標 280団体　実績 289団体

継続
（一部改善）

397

177 企業協働河川愛護事業

　県土整備部

1,218 ・河川愛護活動への新たな協力団体を発掘
し、住民・企業・行政の協働による河川の良
好な環境形成を図る。

・除草・清掃等の河川愛護活動を行う河川愛
護企業を支援
・河川愛護団体等の活動を支援する河川愛護

・河川愛護・活動支援企業数（総合計画）
    目標 41　実績 23

継続
（一部改善）

399　県土整備部
　河川課

好な環境形成を図る。 ・河川愛護団体等の活動を支援する河川愛護
支援企業を支援
・優良企業等表彰

399

178 中小水力発電導入促進事業

　県土整備部
　河川課

2,394 ・再生可能エネルギーの有効活用を図る。 ・県管理ダムの維持放流水を活用した中小水
力発電可能性調査の実施
・事業化に向けた情報発信、参加事業者の募
集等

・導入可能性調査(ダム数)
    目標 12　実績 12

・水力発電を導入(ダム数)
    目標 3　実績 3

終了
（完了）

401

179 苅田港調査事業

　県土整備部
　港湾課

5,514 ・新たな空間利用の整備や北九州空港や東九
州自動車道（苅田北九州空港IC)との連携を
活用した新たな企業誘致を目指すため、港湾
計画を改訂する。

・将来貨物量調査、環境影響調査等実施
・苅田港の港湾能力、施設規模、配置の検討

・苅田港港湾計画改訂
    目標 H25改訂　実績 港湾計画改定案作
成(H24)

終了
（完了）

403

180 三池港利用促進事業

　県土整備部
　港湾課

3,746 ・三池港背後圏企業から要望が強い大型コン
テナ船による中国・韓国航路を誘致する。

・外資コンテナ定期航路を開設する船社に対
し、三池港への入出港に必要な港費（曳船
料・水先料）全体の１／２を助成

・定期便数
    目標 大型：週1、小型：週1　実績 小
型：週2

・取扱貨物量（TEU）
    目標 13,200　実績 18,837

継続
（拡充）

405

181 都市計画基本方針策定事業

　建築都市部
　都市計画課

17,142 ・コンパクトシティの実現へ向けた展開を図
る。

・「都市計画基本方針」及び「都市計画運用
方針」を改定し、都市計画区域マスタープラ
ンへ反映
・都市機能の集積に寄与する市町村事業への
支援

・飯塚市中心市街地歩行者数
    目標 25,326人（H26）　実績

継続
（一部改善）

407
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182 美しい県土形成推進事業

　建築都市部
　都市計画課、公園街路
課、
　住宅計画課

12,224 ・景観に対する意識向上を図り、景観計画の
策定など美しいまちづくりに向けた取組を促
進する。

・県とNPO、まちづくり団体による県民の景
観に対する意識醸成
・景観まちづくりのための市町村への助言、
指導
・景観に関する表彰の実施

・景観行政団体数
    目標 15　実績 13

継続
（一部改善）

409

183 建築物地震対策事業

　建築都市部
　建築指導課

2,469 ・迅速な被災建築物応急危険度判定活動を行
うことのできる体制を整備し、建築物の倒壊
等による二次災害を防止する。

・福岡県被災建築物・宅地応急危険度判定協
議会の運営
・被災建築物応急危険度判定士養成のための
講習会の開催
・被災建築物応急危険度判定士登録

・応急危険度判定士登録人数
    目標 2,500人　実績 2,284人

継続
（一部改善）

411

184 住宅アドバイザー派遣事業

　建築都市部
　住宅計画課

6,924 ・消費者が安心してリフォーム工事を行うこ
とができる環境を整備し、住宅の耐震化及び
バリアフリー化を推進する。

・消費者から住宅リフォーム工事の相談を受
け、アドバイザーを活用した現地調査やアド
バイスを実施

・新耐震基準（昭和56年基準）が求める耐震
性を有する住宅ストックの比率
    目標 86.8%　実績 調査中

・リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に
対する割合
    目標 4.3%　実績 調査中

継続
（一部改善）

413

185 快適な住まいづくり推進事
業

　建築都市部
　住宅計画課

19,086 ・より環境面での性能が高い長寿命型の木造
住宅の整備について助成を行うことにより、
良質で環境にやさしい木造住宅の普及促進を
図る。

・県が定める建設基準を満たす木造住宅を建
設又は購入する者（施主）に対し助成を行
う。

・申請事業者数（累計）
    目標 70　実績 68

継続
（拡充）

415

186 長期優良住宅普及促進事業

　建築都市部
　住宅計画課

2,675 ・省エネルギー性、耐久性、耐震性等一定の
基本性能を満たした長期優良住宅の供給促進
を図り、もって良質な住宅ストックの形成を
図る。

・各金融機関による独自住宅ローンの優遇制
度の創設と普及啓発

・新築住宅における認定長期優良住宅の割合
（総合計画）
    目標 12.7%　実績 11.5%

継続
（一部改善）

417

187 教育力向上福岡県民運動推 16,632 ・「福岡の子どもを、鍛えて、ほめて、可能 ・教育力向上福岡県民運動推進会議、地区推 ・（評価書を参照）187 教育力向上福岡県民運動推
進事業

　教育庁教育企画部
　企画調整課

16,632 ・「福岡の子どもを、鍛えて、ほめて、可能
性を伸ばそう！」をコンセプトに、学校に効
果的な取組を実践させ、学校の教育力の向上
を図る。
・企業の社員研修等を活用し、家庭の教育力
を高めるとともに、運動推進の強化を図る。

・教育力向上福岡県民運動推進会議、地区推
進会議の運営
・「教育力向上福岡県民運動」の広報・啓発
・鍛えよう！ほめよう！学校の教育力向上プ
ロジェクトの推進

・（評価書を参照）
    目標 　実績

継続
（一部改善）

419

188 県立学校情報化推進事業

　教育庁教育企画部
　企画調整課

42,171 ・教員の情報共有化による業務効率の向上及
び情報漏洩の対策
・教科の内容・指導方法についての研究の深
化、良質な教材の作成、メディアの利用法
（メディアリテラシー）に関する指導の充実
を図る。

・教員のパソコンの故障修理対応や安定した
情報基盤環境の整備
・インターネットを使った情報教育の継続

・生徒のインターネット利用可能学校の割合
    目標 100%　実績 100%

・教員のインターネット利用可能学校の割合
    目標 100%　実績 100%

継続
（一部改善）

421

189 小・中学校統合支援事業

　教育庁教育企画部
　企画調整課

24,000 ・小・中学校の統合の支援を行うことによ
り、児童生徒が一定の規模の集団の中で、多
様な考えに触れ、協力し合い、切磋琢磨し、
各々の資質や能力の伸長を図ることができる
ような環境づくりに資する。

・統合後の教育指導体制の充実を図るため、
教員の加配を行う。
・統合に伴う教育環境の整備充実を図るた
め、スクールバスの購入等に係る経費につい
て補助を行う。

－

継続
（一部改善）

423

190 教育力向上福岡県民運動推
進事業（通学合宿推進事
業）

　教育庁教育企画部
　社会教育課

6,000 ・異年齢集団による共同生活を通して、子ど
もたちに基本的生活技術を身に付けさせ、人
と関わる力や困難を乗り越える力をはぐく
む。

・通学合宿の実施 ・通学合宿実施市町村数
    目標 60(H25)　実績 55

・通学合宿実施小学校区数
    目標 231　実績 200

継続
（一部改善）

425
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191 子どもの社会力育成推進事
業

　教育庁教育企画部
　社会教育課

2,400 ・子どもの規範意識や自尊感情を高める。
・子どもが社会の一員としての自覚や役割を
実感できるようにする。

・「子ども地域貢献隊」の設置・養成
・「子どもの社会力育成塾」の実施

・地域貢献隊の活動に参加した延べ人数
    目標 160人　実績 204人

・自尊感情・規範意識が向上した塾生の割合
    目標 70%　実績 66%

継続
（一部改善）

427

192 専門高校生実践力向上事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

3,137 ・得意技を磨き（専門知識・技術・技能を高
める）、自信と誇りを持った人材の育成
・専門高校生に学ぶ誇りと自信を持たせ、実
践的で専門的な職業人として地域の担い手と
なる人材を育成

・高校生ものづくりコンテストの開催
・福岡県高校生産業教育フェアの開催

・ものづくりコンテスト九州大会入賞者数
    目標 4人　実績 2人

・高校生産業教育フェアへの来場者数
    目標 8,000人　実績 11,110人

継続
（一部改善）

429

193 次世代の科学技術を担う人
材育成事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

7,133 ・科学技術系活動の活性化を図り、その裾野
を広げる。
・科学技術に興味・関心がある生徒を国際社
会で活躍する優秀な科学技術系人材に育成す
る。

・高校科学技術委員会の開催
・高校生科学技術コンテスト、科学的思考力
向上セミナー、高校生科学技術フェアの開催

・科学技術系部活動加入率
    目標 1.2%　実績 1.3%

・JSSA・JSECへの出展数
    目標 15点　実績 23点

継続
（一部改善）

431

194 高校生知の創造力育成セミ
ナー事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

5,707 ・事前研修及び合宿を実施し、熟考・熟議を
とおしてコミュニケーション能力を育成する
とともに、課題解決能力を総合的に身に付け
させる。
・合宿での発表を通して、思考力・判断力・
表現力を育成する。

・大学教授等と高校生がディスカッションを
行う「ふくおか高校生知の創造塾」の実施

・セミナー参加者事後評価におけるA・B評価
の割合
    目標 85%　実績 95%

・校長事後評価におけるA・B評価の割合
    目標 85%　実績 91%

継続
（一部改善）

433

195 未来を切り拓く人材育成事
業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

61,799 ・国際化や情報化、少子高齢化の進展等、社
会の大きな変化の中でも、将来にわたって付
加価値を創出し我が国及び国際社会の持続的
発展を担いうる「強い人材」の育成を図る。

・生徒代表、教職員等が地域や学校の実態に
応じて特色ある事業を計画・実行。
・教育委員会は企画段階における指導・助
言、優れた取組や手法の普及等を行う。

・評価委員会におけるＡ・Ｂ・Ｃ評価
    目標 80.0%　実績 83.2%

継続
（一部改善）

435

196 県立工業高校産業人材育成
事業

59,007 ・全県立工業高校13校の全ての学科におい
て、先端成長産業をはじめとする幅広い産業

・自動車関連産業が求める先端技術の基礎・
基本習得のための実習設備の整備

・県内企業への就職者数
    目標 1,314人　実績 1,089人事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

て、先端成長産業をはじめとする幅広い産業
で求められる高度な技術や、実践的なものづ
くり技能を身につけた生徒の育成を図り、将
来の本県産業界を支える人材を育成する。

基本習得のための実習設備の整備
・3次元CAD設計に対応できる人材育成を図る
ための実習設備の整備
・産学官連携産業人材育成事業の実施

    目標 1,314人　実績 1,089人

・県内自動車関連企業への就職者数
    目標 394人　実績 120人

継続
（一部改善）

437

197 世界に挑む人材育成事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

21,640 ・世界を舞台に活躍し、国際社会の持続的発
展を支える、世界に挑む志を持った優秀な人
材を育成する。

・高校生を対象に海外の高等学校への留学の
経費を支援
・留学説明会及び留学報告会の実施

・長期留学:外国高校等への留学者数
    目標 50人(H26)　実績

・説明会・報告会参加者のＡ・Ｂ評価
    目標 93%(H26)　実績

継続
（一部改善）

439

198 県立学校集団宿泊体験活動
事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課、義務教育課
（特別支援教育室）

45,912 ・集団宿泊体験活動を通じ、高校生活にス
ムーズに移行できるための指導を効果的に実
施する。
・自尊感情や規範意識を育成し、中途退学や
不登校等の問題行動を減少させる。

・全県立高校の１年生全員を対象に、県内又
は近県の宿泊施設において、２泊３日の宿泊
体験活動を実施する。
・特別支援学校の小学部・中学部及び高等部
に在籍する全ての児童生徒を対象に、体験学
習を実施する。

・不登校のきっかけが学校に係る事由の人数
    目標 370人　実績 473人

・体験学習における指導目標の達成度
    目標 80%　実績 98.6%

継続
（一部改善）

441

199 高等学校不適応防止対策事
業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

17,276 ・学校におけるカウンセリング機能の充実に
よる積極的生徒指導の推進

・拠点校等へのスクールカウンセラーの配置
・スクールカウンセラー、校長、県教委によ
る連絡協議会の開催

・所属長評価におけるＡ・Ｂ評価
    目標 80%　実績 100%

・不登校からの復帰率
    目標 47.0%　実績 41.5%

継続
（一部改善）

443

200 高等学校不登校・中途退学
防止支援事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課

15,891 ・高等学校における不登校生徒の解消と、社
会的な自立の支援をする。

・訪問相談員の配置
・スクールソーシャルワーカーの配置

・不登校生徒の在籍比率
    目標 1.9%　実績 2.08%

継続
（一部改善）

445
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201 ふくおか学力アップ推進事
業

　教育庁教育振興部
　義務教育課

159,946 ・平成２５年度までに全国学力・学習状況調
査の全ての教科区分で全国平均を上回る。
・少人数による指導などのきめ細かな学習指
導によって地域間の差を縮小し、県全体の学
力の底上げを図る。

・児童生徒の学力・学習状況調査の実施
・福岡県学力向上検証委員会の開催
・学力向上推進強化市町村への支援
・非常勤講師の派遣

・（評価書を参照）
    目標 　実績

継続
（一部改善）

447

202 ふくおか理数教育推進事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課

5,126 ・算数・数学の学力の向上を図るとともに、
児童生徒の実態に応じて指導できる教員の力
量向上を図る。
・家庭学習の取組を促進し、児童生徒の学習
習慣の定着を図る。
・科学技術に対する関心や能力を高め、科学
技術を担う人材を育成する。

・巡回算数・数学強化講座及び算数・数学の
教員研修の実施
・ふくおか「学びの道場」サイトの開設
・数学ふくおか推進会議の設置
・先端科学技術体験合宿の実施

・算数・数学の基礎学力の向上
    目標 100%　実績 79%

・家庭学習の時間(平日全く家庭学習をしな
い児童生徒の割合)
    目標 0%　実績 7.0%

終了
（再構築）

449

203 特別支援学校医療的ケア体
制整備事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課
（特別支援教育室）

44,947 ・県立特別支援学校に在籍する日常的に医療
的ケアを必要とする児童生徒に対し、看護職
員を配置し、医療機関や福祉施設と連携を図
りながら、安全に教育が受けられる環境を整
備する。

・学校における医療的ケアの体制整備
・看護職員、教員に対する研修
・運営協議会の設置（医師、看護師、弁護
士、学校関係者等）

・（評価書を参照）
    目標 　実績

継続
（一部改善）

451

204 発達障害児等教育継続支援
事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課
（特別支援教育室）

16,011 ・保育所・幼稚園、小・中学校、高等学校等
において、発達障害児等が就学前から卒業後
に至るまで一貫した支援を受けられる体制を
構築する。

・外部専門家による巡回相談の実施
・理解啓発リーフレット（広報資料）の作
成・配布
・ふくおか就学サポートノートの作成・配布

・個別の教育支援計画を作成している公立学
校の割合
    目標 60%　実績 83.3%

継続
（一部改善）

453

205 障害のある子どもの居住地
校交流事業

　教育庁教育振興部

5,026 ・特別支援学校と居住地校の間において交流
及び共同学習が円滑に実施できる仕組みを県
内市町村、小・中学校及び特別支援学校に示
す。

・モデル地域における特別支援教育アドバイ
ザーの助言・援助による居住地校交流の実践
・居住地校交流の結果を基にした研究協議会
での調査・研究

・居住地校（相手校）数
    目標 36校　実績 26校

・研究協議会の開催数

継続
（一部改善）

455
　教育庁教育振興部
　義務教育課
（特別支援教育室）

す。 での調査・研究 ・研究協議会の開催数
    目標 3回　実績 3回

455

206 英語で世界にチャレンジす
る小中学生育成事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課

8,095 ・英語に対する興味・関心を高め、英語コ
ミュニケーション能力を養うとともに、将
来、国際社会で活躍したいという意欲や志を
持った優秀な人材を育成する。

・小学生英語体験ひろばの開催
・中学生英語宿泊体験の実施

・参加者の英語に対する関心・意欲
    目標 80%以上　実績 85.5%

・参加した生徒のうち３年生時における英語
検定３級取得状況
    目標 3カ年90%以上(H26)　実績 85.7%

継続
（一部改善）

457

207 不登校中学生復帰支援事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課

3,456 ・適応指導教室に通う中学生の学校復帰率を
向上させる。
・不登校の改善・解消に有効な学校復帰支援
プログラム（仮称）を開発する。

・不登校生徒学校復帰実行委員会の設置
・不登校生徒等対象の宿泊体験活動等の実施

・事業実施団体における不登校解消率
    目標 40%　実績 39%

終了
（完了）

459

208 保護者と学ぶ児童生徒の規
範意識育成事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課、高校教育課

11,501 ・保護者の規範に対する意識や養育に関する
責任感を高める。
・児童生徒の規範意識の向上を図る。

・規範意識育成学習会の実施
・児童生徒と保護者が共に学ぶ学習会への講
師の派遣

・非行者率（総合計画）
    目標 9.8人（H26）　実績 9.8人

・刑法犯少年検挙補導人員
    目標 4,700人（H26）　実績 4,804人

継続
（一部改善）

461

209 ふくおか体力アップ推進事
業

　教育庁教育振興部
　体育スポーツ健康課

3,758 ・日常的に運動・スポーツを行う習慣を定着
させるとともに、運動に対する興味・関心を
高め、体力向上を図る。

・学校体育における地域人材の活用に関する
調査・研究事業
・中・高等学校運動・スポーツ指導者セミ
ナー
・体力向上実践研究事業

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査にお
ける体力合計点の県平均値（全国平均値との
差）（総合計画）
    目標 全国平均値を上回る
　　実績 （評価書を参照）

継続
（縮小）

463
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No 事　業　名 H25当初 事業のねらい・目的 事業の内容 見直し区分 ページ

担当部局 予算(千円) （今後の方向性）

主な指標の状況
（H24年度実績を記載）

210 世界に羽ばたく中高生ス
ポーツ選手育成事業

　教育庁教育振興部
　体育スポーツ健康課

6,688 ・中高生からの中長期的な育成・強化システ
ムを構築し、将来オリンピックや世界選手権
大会で活躍できる選手を育成する。

指導者対象の各種事業を実施
①トップコーチ養成事業
②育成コーチ養成事業
③医・科学研修事業
④中高生スポーツ指導者派遣事業

・中高生選手の福岡県出身日本代表輩出競技
団体数
    目標 12団体　実績 13団体

・全国高等学校総合体育大会入賞者数
    目標 94名　実績 84名

終了
（完了）

465

211 犯罪被害者対策強化事業

　警察本部総務部
　被害者支援・相談課

15,472 ・犯罪被害者等基本法に基づく各種施策を実
施し、更なる犯罪被害者支援を充実させるこ
とで、犯罪被害者等の権利利益の保護を図
る。

・犯罪被害者やその家族（遺族）が自己負担
している医療費等の公費負担
・検視等に関するリーフレットの作成・配付
・遺体の修復措置の実施
・緊急かつ一次的な避難措置の実施

・職員に対する教養の徹底回数
    目標 34回(H25)　実績 34回

・市町村広報紙掲載回数
    目標 60回(H25)　実績 31回

継続
（一部改善）

467

212 交番ネットワーク整備事業

　警察本部総務部
　情報管理課

29,165 ・ネットワークシステムを活用した交番の機
能拡充により、県民のニーズに応えた安全か
つ安心な地域社会の実現と県民生活の利便性
の向上を図る。
・ネットワーク整備による情報セキュリティ
の強化を図る。

・県下全交番へのネットワークの整備
・遺失物管理システムの運用

・ネットワーク整備交番等数
    目標 225箇所(H26)　実績 225箇所

継続
（一部改善）

469

213 ＤＶ・ストーカー対策事業

　警察本部生活安全部
　子ども・女性安全対策課

2,272 ・ストーカー・ＤＶ被害者等の安全確保のた
めに迅速、適切な保護対策を講じる。
・ストーカー・ＤＶ事案に係る積極的な事件
措置及び行政措置を図る。

・被害者用リーフレットの作成・配布
・ストーカー行為等に係る証拠資料の収集
・ストーカー・ＤＶ事案対応要領に係る教養
の実施

・担当者研修会
    目標 4回(50名)　実績 4回(125名)

・巡回指導
    目標 34回　実績 70回

継続
（一部改善）

471

214 子どもと女性の安全対策事
業

　警察本部生活安全部
　子ども・女性安全対策課

2,231 ・性犯罪の発生を抑止するため、子どもと女
性の自己防衛能力の向上、性犯罪の実態解明
に必要な情報収集と科学捜査による検挙向上
を図り、「子どもと女性が安心して住める
街」を実現する。

・ＳＤＥ（自己防衛教育）施策の推進
・広報啓発イベントの開催
・前兆事案管理システムの構築
・防犯カメラ画像解析資機材の整備
・ＤＮＡ型資料採取のための資機材の整備

－ 継続
（縮小）

473

215 少年健全育成活動事業 1,190 ・少年柔剣道を通じて、規範意識、忍耐力、 ・少年柔剣道合宿研修の実施 ・合宿研修への応募者数 継続215 少年健全育成活動事業

　警察本部生活安全部
　少年課

1,190 ・少年柔剣道を通じて、規範意識、忍耐力、
自立心を養わせるとともに、周囲の少年達を
良い方向に感化できるたくましい少年の育成
を図る。

・少年柔剣道合宿研修の実施
・柔剣道地区大会の開催支援

・合宿研修への応募者数
    目標 310人　実績 161人

継続
（一部改善）

475

216 少年非行抑止対策の推進事
業

　警察本部生活安全部
　少年課

43,161 ・学校と連携した活動の推進や、関係機関・
団体と連携した街頭補導活動等を展開するこ
とで、少年の非行防止と健全育成を図る。

・スクールサポーターの学校訪問による児
童・生徒の問題行動等の情報交換
・学校周辺における犯罪に関する情報の把握
及び学校への情報提供
・少年補導員等による非行防止活動

・刑法犯少年検挙補導人員（総合計画）
    目標 4,700人(H26)　実績 4,804人

・非行者率（総合計画）
    目標 9.8人(H26)　実績 9.8人

継続
（拡充）

477

217 「非行少年を生まない社会
づくり」推進事業

　警察本部生活安全部
　少年課

3,165 ・街頭補導活動の強化、薬物乱用防止教室等
の開催、非行集団の取締り等による少年非行
防止対策を推進する。
・非行少年に対する連絡・面接活動をはじ
め、親子懇談会、社会奉仕体験活動等による
立ち直り支援活動を推進する。

・少年非行防止対策の強化
・非行少年の立ち直り支援の対策

・非行者率（総合計画）
    目標 9.8人(H26)　実績 9.8人

・再犯者率（総合計画）
    目標 30.0％（H26)　実績 36.8%

継続
（一部改善）

479

218 サイバー犯罪対策事業

　警察本部
　サイバー犯罪対策課、公
安第一課

27,361 ・サイバー犯罪やサイバーテロの対策を推進
することにより、県民が安心して利用できる
安全なネットワーク社会の確保を図る。

・未然防止及び被害の拡大防止活動の推進
・発生時における対策
・捜査能力の向上に向けた人材育成

・サイバー犯罪対策に係る福岡県警察ＨＰの
アクセス数
    目標 120,000件　実績 117,104件

・サイバーテロ対策における管理者対策実施
回数
    目標 120回　実績 157回

継続
（一部改善）

481

219 パトロール強化事業

　警察本部地域部
　地域課

81,350 ・警察官の街頭活動（パトロール活動）を強
化することにより、犯罪の総量抑制と検挙向
上による県内治安の回復を図る。

・交番・駐在所の再編（平成１５年に大規模
な再編を実施）
・機動力・顕示力の強化（小型警ら車の配
備）

・刑法犯認知件数（総合計画）
    目標 7万件以下(H28)　実績 72,240件

継続
（一部改善）

483
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No 事　業　名 H25当初 事業のねらい・目的 事業の内容 見直し区分 ページ

担当部局 予算(千円) （今後の方向性）

主な指標の状況
（H24年度実績を記載）

220 犯罪の起きにくい社会づく
り推進事業

　警察本部刑事部
　刑事総務課

25,377 ・高い解析度を持つ高性能カメラの整備し、
夜間等でも被疑者に結びつく客観的証拠を収
集し、被疑者を早期に検挙、その後の犯罪発
生を抑止することにより、県民の安全・安心
の確保を図る。

・高性能カメラの整備 ・刑法犯認知件数（総合計画）
    目標 70,000件以下(H28)　実績 72,240
件

継続
（一部改善）

485

221 重要凶悪事件捜査基盤強化
事業

　警察本部刑事部
　鑑識課

27,718 ・重要凶悪事件等の検挙に向け、初動捜査の
充実を図る。
・新たな司法制度に的確に対応する捜査環境
を整備することで、客観的証拠に基づいた事
案の解明・犯人の検挙を推進する。

・ＤＮＡ型鑑定資料の収集強化
　　採取を行う職員の拡充
　　採取資器材の整備

・遺留ＤＮＡ型鑑定資料の採取
    目標 12,500点(H28)　実績 14,237点

・被疑者等ＤＮＡ型鑑定資料の採取
    目標 3,700点(H28)　実績 4,678点

継続
（一部改善）

487

222 暴力団排除総合対策事業

　警察本部暴力団対策部
　組織犯罪対策課

22,233 ・「福岡県暴力団排除条例」を効果的に運用
し、官民一体となって暴力団組織の弱体化・
壊滅を図る。

・公共工事等からの暴力団排除の実施
・保護対象者に対する保護対策の徹底
・暴力団の排除に資する民事訴訟の援助
・県民への暴力団排除条例の周知徹底
・少年の暴力団からの離脱・加入阻止及び立
直り支援

－ 継続
（一部改善）

489

223 「暴力団排除のまち福岡」
実現事業

　警察本部暴力団対策部
　組織犯罪対策課

2,105 ・暴力団の資金源に対する取締りを強化する
とともに、県民、行政、警察が一丸となった
暴力団排除を推進し、暴力団と決別する事業
者等に対する報復事案を阻止することによ
り、「暴力団排除のまち福岡」を実現する。

・暴力団の資金源に対する取締の強化
・警察、行政、県民が一丸となった暴力団排
除の推進
・暴力団と決別する事業者等に対する報復事
案阻止対策の強化

－ 継続
（一部改善）

491

224 「暴力団の存在しない福岡
県」実現事業

　警察本部暴力団対策部
　組織犯罪対策課

44,189 ・暴力団の組織基盤である人的供給源、資金
源、武器供給源の全てに対して対策を講じ、
暴力団を弱体化・壊滅させ、「暴力団の存在
しない福岡県」の実現を目指す。

・武器、覚醒剤等の徹底摘発
・社会全体で暴力団を排除する気運の更なる
高揚
・みかじめ料等暴力団の資金源の遮断
・青少年の暴力団加入阻止
・青少年の暴力団からの犯罪被害防止

－ 継続
（一部改善）

493

225 交通事故総量抑制総合対策 19,722 ・違反者の徹底検挙による飲酒運転事故の未 ・指導取締りの強化 ・飲酒運転による交通事故発生件数（総合計 継続225 交通事故総量抑制総合対策
（飲酒運転撲滅対策事業）

　警察本部交通部
　交通企画課

19,722 ・違反者の徹底検挙による飲酒運転事故の未
然防止を図る。
・飲酒運転撲滅気運の高揚と定着化を図る。

・指導取締りの強化
・飲酒運転を許さない社会環境づくりの推進
　①広報啓発活動
　②交通安全教育

・飲酒運転による交通事故発生件数（総合計
画）
    目標 130件以下(H28)　実績 185件

継続
（一部改善）

495

226 交通事故総量抑制総合対策
（高齢者の交通事故対策事
業）

　警察本部交通部
　交通企画課

2,604 ・交通事故による死者の約６割を占める高齢
者の交通事故を未然に防止することで、交通
事故総量を減少させる。

・高齢者に対する交通安全訪問活動
・交通安全教育指導者の育成
・参加・体験・実践型交通安全教育の推進
・高齢運転者実技指導講習等の開催

・高齢者交通安全教育年間受講者数
    目標 500,000人(H25)　実績 481,667人

・地域交通安全活動推進委員等の高齢者宅訪
問による交通安全教育年間受講者数
    目標 70,000人(H25)　実績 61,142人

継続
（一部改善）

497

227 総合的危機管理機能強化事
業（国際テロ未然防止対策
事業）

　警察本部警備部
　外事課

2,424 ・国際テロの未然防止対策を強力に推進し、
県民のテロ防止意識及び社会気運を高めて、
官民が一体となったテロを許さない社会を作
る。

・民間協力団体等を通じた広報啓発活動、不
法滞在者対策等を推進する。

・民間団体と連携した会議の開催
    目標 33回　実績 31回

・不法滞在防止関係会議の開催
    目標 2回　実績 2回

継続
（一部改善）

499
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No 事　業　名
担　当　課

事業のねらい･目的 外部評価における意見（主なもの） 県の対応状況（主なもの） ページ

1

(1-2)

   個人住民税対策強
   化事業
　
   総務部
   税務課

・市町村の税の徴収力向上を支援するとと
もに、個人県民税の収入未済額を縮減する
ため、滞納の防止から徴収までを総合的に
取り組む。

・徴収率の向上のため、県の持つ徴収ノウハ
ウを、市町村に一層広めていくべき。

・市町村との徴収連携体制をさらに強化し、徴収力の向上を図る。

502

2

(1-172)

   森林調査等活動支
   援事業
　
   農林水産部
   林業振興課

・持続可能な森林経営を確立するため、森
林経営計画の作成及び施業の集約化を促進
する。

・施業の集約化が事業目的であるのに、搬出
間伐を実施した森林面積を成果指標とするの
は不適当、または説明不足ではないか。

・本質的な事業目的は、間伐の実施と考えら
れることから、指標の多元化が必要。

・従来の指標に、森林施業の集約化が認定要件となっている森林経営
計画の策定面積を新たに追加し、指標の多元化を図ったところ。

502

3

(1-58)

   自殺対策事業
　
   保健医療介護部
   健康増進課
   こころの健康づく
   り推進室

・現下の経済情勢を踏まえ、追い込まれた
人に対するセーフティネットとして、地域
における自殺対策を強化する。

・自殺対策事業の対象として、経営者に対す
る啓発が効率的ではないか。

・自殺対策事業においては、うつ予防、職場
のメンタルヘルス対策といった幅広い取り組
みが必要。

・自殺対策事業において、市町村の取組に対
して指導いただきたい。

・経営者協会も自殺対策推進協議会に参画しており、団体での自殺対
策の取り組みを促している。また、企業セミナーでは経営者の参加も
あり、自殺対策について理解を深めている。

・自殺はうつ病と深く関係しているため、自殺対策事業そのものがう
つ病予防対策となっている。
・職場のメンタルヘルス対策については、企業セミナーを福岡労働局
や産業保健推進センターと共催で開催するなど効率的に実施してい
る。

・市町村が実施する自殺対策事業に対して助成を行っている。また、
地域レベルでは保健福祉（環境）事務所単位で自殺対策の協議の場を

4

(1-60)

   精神障害者地域生
   活支援事業

   保健医療介護部
   健康増進課
   こころの健康づく
   り推進室

・「夜間・休日における相談窓口」を設置
し、精神障害者の夜間における不安感の増
大等に対処することで、再発の未然防止を
行い、精神障害者の地域での生活継続に寄
与する。

503

・自殺対策においては、医療機関も一体と
なった取組が必要ではないか。

・自殺対策事業において、自殺者の情報を市
町村とも共有することで、今後の取り組みに
活かすことができるのではないか。

・県民に対する規範的な意味で「自殺」、
「障害」といった用語の使用には配慮が必
要。

・精神障害者地域生活支援事業において、相談件
数は成果指標に馴染まないのではないか。

設けており、それぞれの地域における自殺対策に取り組んでいる。

・かかりつけ医と精神科医とのうつ病患者を円滑につなぐ連携強化事
業や、救急医療機関における自殺未遂者の再発防止の取り組みなど、
自殺対策における医療機関での事業を展開している。

・福岡県地域自殺予防情報センターHPにおいて市町村の自殺の状況が
入手できることを、今後、周知していく。
・保健福祉環境事務所単位で設置している地域における自殺対策の協
議の場を通じて、自殺の状況について情報共有を図っている。

・自殺対策を推進するうえでは、「自死」という言葉がまだ一般的で
なく、県民に取り組みの目的が伝わりにくいこと、一律に「自死」を
用いると自殺の印象を柔らかくし死に対する抵抗を弱めることが懸念
されるため、自殺対策については「自殺」の表記を用いることとし、
遺族対策については遺族の心情に配慮して「自死」の表記を用いるこ
ととする。
・「障害」の表記について「害」がマイナスイメージを与えることか
ら、表記を見直すべきとの意見があるが、本県においては、国の障が
い者制度改革推進本部での検討結果や障害者基本法における「障害
者」の定義見直しを踏まえ、当面の間、「障害」の表記を用いること
としている。今後も、国の検討状況を踏まえ適切に対応していく。(障
害者福祉課)

・事業の目的である「地域生活の継続」を示す成果指標は見出し難い
ので、相談件数を活動指標として評価する。
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担　当　課
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5

(1-177)

   企業協働河川愛護
　 事業

   県土整備部
   河川課

・河川愛護活動への新たな協力団体を発掘
し、住民・企業・行政の協働による河川の
良好な環境形成を図る。

・河川愛護の観点から、河川近隣住民が参加
できる体制づくりが重要。

・参加団体の活動実態も勘案して、助成の上
乗せ等を検討すべきではないか。

・今後河川管理全体の中に制度を位置付ける
必要がある。

・入札参加資格と連動している以上、現地調
査等、活動実績の確認が必要である。

・住民によるボランティア活動を支援するクリーンリバー推進対策事
業（ボランティア団体の登録制度）を実施している。引き続き制度の
普及・啓発に努める。

・河川愛護団体への支援拡大について検討中である。

・県発注の除草・河川清掃には限界があるため、ボランティアによる
河川愛護活動は河川管理上重要なものと考えている。引き続き事業の
推進に努める。

・活動実績報告書及び作業前後の写真の提出を求めている。適正な事
務執行に努める。

504

6

(1-112)

   アジア自治体間環
   境協力推進事業

   環境部
   環境政策課

・ 友好提携地域の環境問題の解決及び本
県の環境関連産業の振興に資するため、公
害克服の過程で蓄積した環境技術やノウハ
ウ等を活用された環境協力事業を実施す
る。

・同様の事業を他の自治体が実施していると
考えられることから、自治体間の調整が必要
ではないか。

・本県が実施している国際環境協力事業は、友好提携地域の環境関連
産業及び本県の環境関連産業の復興に資することを目的にしていま
す。
　このため、相手地域のニーズ等を踏まえ、本県に蓄積された環境技
術・ノウハウを活用するなど、独自性を念頭に取り組んでいるところ
です。
 また、他の自治体が進める国際環境協力については、その動向を把握
し、地域及び分野が重複しないよう調整しながら取り組んでいるとこ
ろです。

504

7

(1-142)

   水素エネルギー戦
   略事業
　

・水素エネルギー関連企業の集積を目指す
とともに、『水素エネルギー製品研究試験
センター』の試験機能を活かし、県内企業

・エネルギー戦略にとどまらず、教育、観光
への展開ができるのではないか。

・以前より、小中学生を対象に、水素ステーションや水素関連施設の
見学会及び燃料電池教室を実施。

(1-142) 　
　
   商工部
   新産業・技術振興
   課

センター』の試験機能を活かし、県内企業
の製品開発を支援することで、水素エネル
ギー産業への参入を促進する。

8

(1-143)

   水素エネルギー製
   品研究試験センタ
   ー運営事業
　
   商工部
   新産業・技術振興
   課

・『水素エネルギー製品研究試験セン
ター』を円滑に運営することにより、水素
関連企業の製品開発や新規参入を支援し、
水素エネルギー新産業の育成・集積を促進
する。

505

・水素エネルギーという新たな産業を集積す
るには、民間との緊密な連携が不可欠。

・水素エネルギー産業先進地域としての無形
の価値を適切に評価し、活用していくべき。

・どのような産業集積を目指し、どのような
波及効果をもたらそうとしているのか、わか
りやすく示すべき。

・事業主体である福岡水素エネルギー戦略会議は、民間企業500社以上
が参加し、大学や行政との緊密な連携のもと事業を実施。

・福岡県は、水素エネルギーの産業化に取り組む先進地域として、国
内のみならず海外からも高く評価されている（平成22年水素エネル
ギー・燃料電池に関する国際的団体IPHEから優秀リーダーシップ賞を
受賞）このような評価を活用し、水素エネルギー産業の育成・集積に
努めている。

・水素エネルギーに関する全国的な展示会や県内各地のイベントを活
用し、水素エネルギー産業、特に、家庭用燃料電池や燃料電池自動
車、水素ステーション関係企業の育成・集積のための事業を実施。
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9

(1-147)

   先端半導体開発拠
   点化事業

   商工部
   新産業・技術振興
   課新産業プロジェ
   クト室

・福岡発の世界標準技術開発の支援と、県
内中小企業・ベンチャーへの技術移転を支
援し、本県を先端半導体開発拠点へ成長さ
せる。

・アジア等海外も視野に入れた製品開発や
生産、市場展開ができる中小企業・ベン
チャー（５０社）の育成を図る。

10

(1-148)

   三次元半導体研
   究センター及び社
   会システム実証セ
   ンター運営事業

   商工部
   新産業・技術振興
   課新産業プロジェ
   クト室

・企業との共同研究、試作・評価等を支援
する。

・企業の研究開発・実証実験を支援し、製
品化を促進する。

506

・半導体事業そのものが、よほど特殊なもの
でない限り、産業としての展開が難しくなっ
ている。今後、需要が伸びていく分野を見極
めて支援していくことが、予算の有効活用の
上からも重要。

・世界標準の技術開発を行っていることを
もっと宣伝すべきであり、このような先進的
なものを産業化するという支援は良い。

・ベンチャー支援の観点から、半導体に限ら
ず、広くインキュベーションルームに受け入
れるべき。

・近年、我が国の半導体産業は、極めて厳しい状況にあるが、本県の
集積企業が保有するセンサーなどの技術が活かせる環境配慮型製品の
開発や医療福祉機器分野への参入促進を図ることで、産業展開を実施
していく。

・国・県の事業を活用して、部品内蔵基板の世界標準技術の産業化に
向けた研究開発を実施中。セミナー、展示会等で成果を県内企業等に
アピールしていく。

・半導体分野を中心とするが、それに限らず、関連する分野の中小・
ベンチャー企業等も受け入れ中である。
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11

(1-159)

    ふくおか農林水
    産物販売促進事
    業

   農林水産部
   園芸振興課

・大都市圏や県内で県産農林水産物のPRを
実施し、認知度向上、販路拡大を図る。

12

(1-161)

    雇用型園芸農業
    推進事業

   農林水産部
   園芸振興課

・家族経営から雇用型経営への転換を推進
し、農家所得の向上を図り、産地規模を維
持・拡大を目指す。

507

・ふくおか農林水産物販売促進事業の指標
は、個別の品目にとらわれることなく、産業
全体としてどう成果が挙がっているのか、そ
の生産体制はどうか、という観点で再検討し
てはどうか。

・雇用型園芸農業推進事業の指標に、雇用者
数、所得の状況を加えるべき。

・雇用型園芸農業推進にあたっては、経営の
専門家等、外部の有識者の意見を求めるべ
き。

・新規就農者の拡大には、企業の農業経営参
入や、小規模で新規参入後段階的に規模拡大
が図れるような戦略的な仕組みが重要。

・今後、生産者からは、流通や販売マーケ
ティングに対する指導も期待されることか

・品目別の指標に加え、「野菜」「果樹」の農業産出額を指標とする
ことで、全体的に事業を評価する。

・園芸産地の維持・拡大には雇用型経営に取り組む農家を増やすこと
が重要と考えており、指標として雇用型経営に取り組む農家数として
いる。
　雇用者数の追加については今後検討する。
所得については、雇用型経営に取り組む農家数を把握することで、目
的とする園芸産地の維持・拡大の指標となることから、現段階では指
標として考えていない。また、所得は気象や需給動向など外的要因で
も増減する。

・県域、地域での推進には、外部講師として税理士や、企業診断士、
農業経営アドバイザー等を招き研修会、意見交換会を実施している。

・県では、新規就農者の育成確保に取組んでいるところであり、就農
前の相談会・研修や無利子の融資、就農後の技術・経営指導などの支
援を行っている。なお、企業の農業参入については制度に沿った対応
としていく。

・普及指導センターでは、生産者からの流通や販売マーケティングの
相談に対し専門家の紹介を行っている。

13

(1-21)

    生活交通確保事
    業
　
   企画・地域振興部
   広域地域振興課

・広域的な観点から、市町村と連携してコ
ミュニティバスの運行や路線バスの維持確
保

・ＮＰＯや地域住民によるコミュニティ運
行の普及

・コミュニティバスの経営実態から言うと、
補助率に係る収支率の要件が厳しい。

・事業費に比して人件費が高いので、会議運
営等の効率化が必要。

・コミュニティバスは、住宅政策、商業政策
とともに都市整備上に位置付けられるべき
で、互いに連携した取組が重要。

・市町村間の調整に、県の果たすべき役割は
大きい。

・生活交通の将来にわたる安定的確保を図るため、平成２３年度に創
設した生活交通確保対策補助金について、経営改善努力に応じた補助
率設定等の見直しを行い、市町村の経営改善に向けた取組を一層促す
こととする。

・人件費については、詳細に精査した結果、他事業の業務量を含む計
上となっていたため評価書の計上を改める。

・生活交通の将来にわたる安定的確保に際し、単独市町村では解決困
難な課題について県と市町村が連携し、広域的な観点から具体的な方
策を立案・実施していくために平成２２年６月に「福岡県生活交通確
保対策会議」を設置しているところであり、同会議による市町村と連
携した取組を引き続き実施していく。

508

ティングに対する指導も期待されることか
ら、普及指導センターにおいて専門家を紹介
する等、対応能力の強化を図るべき。

相談に対し専門家の紹介を行っている。
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14

(1-182)

   美しい県土形成
   推進事業
　
   建築都市部
   都市計画課、
   公園街路課、
   住宅計画課

・景観に対する意識向上を図り、景観計画
の策定など美しいまちづくりに向けた取組
を促進する。

・景観の向上により、何を達成しようとして
いるのか判りにくい。

・景観行政団体数は、成果指標として適切な
のか。

・美しいという価値観には全国一律的になり
かねない危うさがあり、地域の特性を活かし
た取組が必要。

・本県が掲げる「県民幸福度日本一」を達成するためには、県民の快
適な生活環境を形成していくことが重要である。その「快適さ」を創
出する取組みとして、良好な景観形成が必要不可欠であるため、引き
続き本事業に取り組んでいく。

・市町村が景観行政団体へ移行することで、景観計画の策定や屋外広
告物条例の制定など、地域の特性や個性を活かした景観の施策を実施
することができるようになるため、景観行政団体数を成果指標に設定
している。

・市町村が景観行政団体となり、自らが地域の特性や個性を活かした
景観の施策を実施することが重要である。地域に密着した景観施策を
実施するには、地域住民とのパートナーシップが必要不可欠であるた
め、今後とも、市町村及び県民の景観まちづくりに対する意識の向上
を図る取組み・支援を行っていく。

508

15

(1-108)

   ７０歳現役社会
   推進事業
　
　
   福祉労働部労働局
   新雇用開発課

・高齢者が年齢にかかわりなく、職場や地
域で活躍できる選択肢の多い『７０歳現役
社会』の実現を目指す。

16    障害者就業・生 ・求職障害者の就労支援及び在職障害者の 509

・７０歳現役社会推進事業においては、高齢
者の就業機会の一つとして、シルバー人材セ
ンターへの補助、援助が必要。

・７０歳現役応援センターではうまくマッチ
ングをしている。就業者の個別事例を把握す
ることで、更にマッチングに活かしてもらい
たい。

・障害者就業・生活支援事業において、障害

・７０歳現役応援センターにおいてシルバー人材センターの出張相談
窓口を設置。応援センター主催の合同会社説明会においてシルバー人
材センターブースを設けるなど密接に連携を行っている。補助金につ
いても継続して行っている。

・７０歳現役応援センターにおいては、これまでの就業・社会参加決
定事例を活かして、相談者一人ひとりの経歴や希望にきめ細かに対応
していきたい。

・障害者就業・生活支援センターをさらに活用していただくために、
16

(1-109)

   障害者就業・生
   活支援事業

　
   福祉労働部労働局
   新雇用開発課

・求職障害者の就労支援及び在職障害者の
職場定着を図ることにより、障害者雇用の
促進・安定と障害者法定雇用率の達成を目
指す。

17

(1-7)

   福岡女子大学国
   際推進事業
　
   総務部私学学事振
   興局
   学事課

・世界に開かれた人的・知的ネットワーク
を構築し、人と知の集積拠点として評価さ
れる大学を目指す。

・世界を舞台に活躍できる女性リーダーを
育成する。

・アウトバウンド（他国への留学）、インバ
ウンド（他国からの留学生受入）いずれも重
要である。

・女子大特有の事情や福岡県のブランド力の
向上等、理由があればインバウンドを重視し
てもよいと思う。

・多様な国（地域）から多くの優秀な外国人留学生を受け入れること
により、福岡女子大学の国際化の推進や国内外での認知度の向上が図
られることから、引き続き他国からの留学生受入に対する支援を行
う。

・福岡女子大学においては、日本人学生の他国への留学についても積
極的に取り組んでおり、自主財源や外部資金の獲得により、渡航費の
一部を補助するなど海外留学プログラムの充実に努めている。

509

509
・障害者就業・生活支援事業において、障害
者の就業相談窓口を一層の周知してもらいた
い。

・障害者の就職後の定着をサポートするジョ
ブコーチに７０歳センターに登録する高齢者
を活用してはどうか。

・雇用全体の拡大が伴わなければ雇用の奪い
合いとなる。雇用拡大に係る施策との連携が
重要。

・障害者就業・生活支援センターをさらに活用していただくために、
パンフレットの作成、障害者雇用に関する企業セミナーでの説明、商
工会議所・商工会の経営指導員研修会での紹介など様々な機会を通じ
て周知に努めている。

・ジョブコーチについては、既に福岡障害者職業センター、社会福祉
法人などに配置されている専門職員の活用が行われている。

・高齢者雇用、障害者雇用ともに独自の求人開拓を行うなど、経済団
体と密接に連携しながら雇用の拡大に努めている。
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No 事　業　名
担　当　課

事業のねらい･目的 外部評価における意見（主なもの） 県の対応状況（主なもの） ページ

18

(1-195)

   未来を切り拓く
   人材育成事業
 
   教育庁教育振興部
   高校教育課

・国際化や情報化、少子高齢化の進展等、
社会の大きな変化の中でも、将来にわたっ
て付加価値を創出し我が国の及び国際社会
の持続的発展を担いうる「強い人材」の育
成を図る。

19

(1-196)

   県立工業高校産
   業人材育成事業

   教育庁教育振興部
   高校教育課

・全県立工業高校13校の全ての学科におい
て、先端成長産業をはじめとする幅広い産
業で求められる高度な技術や、実践的なも
のづくり技能を身につけた生徒の育成を図
り、将来の本県産業界を支える人材を育成
する。

20

(1-27)

   アジア青少年交
   流事業

   新社会推進部

・県内青年を積極的に海外に派遣すること
で、若者の内向き思考を打破し、国際的な
視野を持ったリーダーを目指す若者を育成
する。

・青年の翼事業参加者のその後の活動をフォ
ローアップするとともに、それを反映するよ
うな指標の追加を検討してはどうか。

・今後参加する団員に対して、学生は就職決定後、報告を義務づける
など把握するとともに、OB組織である青年の会と連携を図り、団員の
その後の活動をﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟする体制を整えていく。また、事業参加後に
地域活動、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、国際交流等の活動を行ったかを指標にし、翌年度

510

・未来を切り拓く人材育成事業の指標は、学
校・生徒等、当事者側の評価が反映されるよ
うにしてはどうか。

・未来を切り拓く人材育成事業は、どんな取
組がなされているのか、評価書ではわかりに
くい。

・県立工業高校産業人材育成事業において、
大企業や先端成長産業に偏ることなく、中小
企業や伝統的産業にも関心、意欲を高めるよ
うな工夫が必要ではないか。

・県立工業高校産業人材育成事業は、市町村
の実施する産業振興に関する事業との連携の
可能性はないか。

・CAD技術の習得は良いが、県立高校のブラン
ド向上のためには、企業にとって即戦力とな
る実践的な技術にも取り組む必要がある。

・評価委員会に学校代表者を入れ、評価に企画の当事者である学校の
意見を反映する。

・各学校の具体的な取組事例を評価書に記載する。

・生徒の企業における教育訓練や高度熟練者による実習指導では、県
内の企業に幅広く協力を依頼しており、中小企業や地元の伝統産業と
も連携している。

・各地区の行政機関は推進委員会の委員となっているので、今後、地
元市町村の産業振興に関する事業との連携を検討する。

・３DCAD等をはじめとする技術の習得を、各種競技大会等への参加作
品の製作に活用するなど、実践的ものづくり活動を推進している。

   新社会推進部
   青少年課

する。

・青年の翼事業の参加者と、各友好協会の交
流の機会を設けてはどうか。

・青年の翼事業については、若者が海外に目
を向けるきっかけ作りとして、参加しやすく
する工夫をしてはどうか。

・企業人として、実際に海外と触れる経験は
重要と思う。

地域活動、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、国際交流等の活動を行ったかを指標にし、翌年度
にｱﾝｹｰﾄ調査で確認を行う

・事前・事後研修等において、各友好協会との交流ができるよう工夫
していく

・SNS等を活用し参加者の声を積極的に発信することで、事業PRを行い
若者の事業参加への機運を高めるように努める。企業への広報も積極
的に行う

510
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21

(1-28)

   非行少年等の自
   立促進事業
　
　
   新社会推進部
   青少年課

・少年非行の防止や、非行少年の立ち直り
を支援する社会機運を醸成し、刑法犯少年
検挙補導人員の減少を目指す。

・非行等の問題を抱える少年に対し、非行
が深化する前に社会的自立を支援する体制
や受け皿をつくり、再度の非行を防止する
ことで、健全な育成を目指す。

22

(1-217)

   「非行少年を生
   まない社会づく
   り」推進事業
　
   警察本部生活安全
   部
   少年課

・街頭補導活動の強化、薬物乱用防止教室
等の開催、非行集団の取締り等による少年
非行防止対策を推進する。

・非行少年に対する連絡・面接活動をはじ
め、親子懇談会、社会奉仕体験活動等によ
る立ち直り支援活動を推進する。

23

(1-216)

   少年非行抑止対
   策の推進事業
　
   警察本部生活安全
   部
   少年課

・学校と警察の連絡調整役であるスクール
サポーターが学校を訪問し、児童・生徒の
非行防止と犯罪被害防止のため学校と連携
した活動を推進し、少年の非行防止と健全
育成を図る。

・少年補導員等が地域活動における中心的

511

・各事業の指標に掲げる「再犯者率」は、犯
罪白書等にならい「再非行少年率」とした方
が誤解が少ない。

・少年非行防止対策には、青年会議所との連
携が有効ではないか。

・少子化が進む中、非行少年を更生して社会
に受け入れることは、ますます重要になって
きている。

・各事業の指標として掲げている「再犯者率」は、検挙された１４歳
以上の刑法犯少年（犯罪少年）に占める再犯者の割合を示しているも
のである。
　警察における「非行少年」とは、少年警察活動規則（平成１９年国
家公安委員会規則第２４号）において「犯罪少年、触法少年及びぐ犯
少年をいう。」と定義されており、「再犯者率」を「再非行少年率」
と表記した場合、「再犯者率」では計上しない触法少年及びぐ犯少年
の数が含まれる意味合いになることから、現状のままの「再犯者率」
と表記することとする。

・少年非行防止対策には、民間事業者の協力が重要であると考えてお
り、経営者が多く所属する青年会議所に対しては、就労体験事業への
協力を呼びかけている。

・少年が非行を繰り返さないよう、引き続き立ち直り支援に取り組む
とともに、社会全体で少年の立ち直りを支える機運の醸成に努める。

・少年補導員等が地域活動における中心的
な役割を担い、関係機関・団体と連携した
街頭補導活動等を展開することで、少年の
非行防止を図る。
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３　政策事前評価一覧（５３事業）

No 事　業　名 事業のねらい・目的 事業の内容 ページ

担当部局

1 災害用備蓄等強化事業

　総務部防災危機管理局
　防災企画課

・避難所運営用資機材を備蓄するとともに、市町村
による資機材の備蓄を促進する。

・避難所運営に必要な資機材を新たに整備
・市町村に対し、必要な種類・量の避難所運営用資機材の
整備を指導

・県による資機材の備蓄
    目標 仮設ﾄｲﾚ・発電機60台

・市町村による最大避難所数分の必要な種
類・量の資機材の備蓄
    目標 必要量の2/9

513

2 エネルギー対策特別融資事業

　企画・地域振興部
　総合政策課エネルギー政策室

・中小企業者向けのエネルギー特別融資制度を創設
し、資金供給を円滑化する。
・中小企業者におけるエネルギーの効率的利用に資
する設備、エネルギーの多様化・分散化に資する設
備の導入を促進する。

・エネルギー対策特別融資制度の創設 ・融資金額
    目標 40億円

514

3 コージェネレーションシステム
導入促進事業

　企画・地域振興部
　総合政策課エネルギー政策室

・燃料電池・コジェネの導入促進により、地域にお
ける安定的な電力需給の確保、エネルギーの効率的
利用の促進を図る。

・燃料電池・コジェネ導入セミナーの開催 ・燃料電池・コジェネ導入セミナー開催回数
    目標 4回

516

4 ＮＰＯが活躍する共助社会づくり推
進事業（ＮＰＯ財政力強化支援事
業）

　新社会推進部
　社会活動推進課

・ＮＰＯの「寄附収入」及び「自主事業収入」の拡
大を通じ、ＮＰＯの財政力を強化することで、多様
化する新たな地域課題に先進的・機動的に対応する
公的サービスの担い手を育成する。

・ＮＰＯに対する寄附集めのスキルアップ支援
・企業に対する寄附付き商品づくりの支援
・ふくおかＮＰＯマーケットの実施
・ＮＰＯとビジネスパートナーとのマッチング支援

・寄附獲得目標額の達成団体
    目標 8団体(H26)

・寄附付き商品の創出数
    目標 3件(H26)

518

5 青少年ネット適正利用促進事業
（気づけ若者！きちんとネット促進
事業）

　新社会推進部
　青少年課

・インターネットによる犯罪被害やいじめ、ネット
依存から青少年を守るとともに、青少年のインター
ネットの適正な利用を促進する。

・青少年インターネット適正利用推進協議会の設立
・青少年安心ネット・ワークショップの実施
・青少年インターネット適正利用推進フォーラムの開催
・青少年ネットパトロール員養成講座の開催

・インターネットの適切な使い方に気づき行
動した生徒の割合
    目標 100%(H26)

・ネットパトロールの実施者数
    目標 360人(H26)

520

6 スポーツフェスタ・ふくおか開催事
業（スポーツの総合祭典　市町村
対抗「福岡駅伝」）

　新社会推進部
　県民文化スポーツ課

・スポーツをとおした元気で活力のある県民生活や
地域社会の創造を図る。
・県民のスポーツへの参加意欲を高める。
・誰もがスポーツに親しむ意識の醸成を図る。
・スポーツ活動をとおして健康で活力に満ちた長寿
社会の形成を図る。

・福岡駅伝の開催
・オリンピック選手のトークショー等
・障害者スポーツ体験教室の開催
・健康食グランプリ、ふくおか健康フェスタ、市町村フェ
アの開催

・参加者数
    目標 5,500人(H26)

521

7 女性の活躍推進事業

　新社会推進部
　男女共同参画推進課

・企業や自治会等地域団体における女性の方針決定
過程への参画を進める。
・若年者への意識向上を促すと共に、男女共同参画
に関する県民の意識を調査し、今後の施策に反映さ
せる。

・男性管理職のための女性活躍推進セミナーの開催
・女性が活躍する自治会に向けたアンケート調査
・地域における女性の活躍推進モデル事業
・男女共同参画社会に向けての意識調査

・自治会長の女性割合
    目標 7.5％(H26)

522

8 若年層における交際相手からの暴
力防止対策事業

　新社会推進部
　男女共同参画推進課

・若年層に対し、交際相手からの暴力に関する正し
い理解をすすめ、重大な被害に発展する前に予防す
る。
・学校現場における生徒の被害・加害を早期に発見
して、日常的な相談対応を図り、学校現場だけでは
解決が困難なケースを、配偶者暴力相談支援セン
ターなどの専門機関につなぐ。

・高校生に対する啓発用リーフレット作成・配付
・教員向け交際相手からの暴力相談対応の手引き作成・配
付

・教員を対象に実施する研修会に参加する高
校数
    目標 161(H26)

523

主な指標と目標値
（H26年度目標値を記載）
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No 事　業　名 事業のねらい・目的 事業の内容 ページ

担当部局

主な指標と目標値
（H26年度目標値を記載）

9 福岡日本語交流プログラム事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第一課

・海外での本県の理解者や支持者を増やし、“親福
岡派”ネットワークを構築する。
・ネットワーク活用により、海外での本県の認知度
向上及び将来の高度人材である留学生の獲得につな
げる。

・合宿とホームステイを交えた交流プログラムの実施 ・県内への入国外国人数（総合計画）
    目標 1,070千人(H26)

・福岡県の留学生数（総合計画）
    目標 21,600人(H28)

524

10 福岡の魅力発信事業

　新社会推進部国際交流局
　交流第一課

・福岡県の魅力を欧州で総合的にＰＲすることで、
本県の知名度向上を図り、文化・経済の交流促進を
目指す。

・福岡プロモーションの実施（パリ） ・県内への入国外国人数（総合計画）
    目標 1,070千人(H26)

・農産物輸出額（総合計画）
    目標 20億円(H28)

525

11 海外県人会人材育成・活用推進事
業

　新社会推進部国際交流局
　交流第二課

・県人会の子弟を福岡に招へいすることにより、将
来、県人会の中核を担う人材を育成する。
・本県青年を県人会に派遣することにより、県人会
の若者の福岡への関心を高め、県人会活動への参加
を促進する。
・海外で活躍する福岡県人がセミナー、学校訪問等
を行うことにより、ビジネス、青少年等、様々な分
野で世界各地との交流につなげる。

・県人会担い手育成（招へい・派遣）
・各界の福岡県出身者を講師として招へいし、セミナー、
学校訪問等を実施

・県人会活動への青年参加者数
    目標 360人(H26)

・ビジネスセミナー、学校訪問参加者数（累
計）
    目標 2,900人(H26)

526

12 がん先進医療治療費利子補給事
業

　保健医療介護部
　健康増進課

・県民が、高額な治療費の自己負担を伴う重粒子線
治療をがん治療における選択肢の一つとできるよう
一定の助成を行い、治療効果の高い重粒子線治療を
受けやすくする。

・重粒子線治療を受けるがん患者に対する助成 ・がんの年齢調整死亡率（75歳未満）
    目標 82.6%(H26)

527

13 人と動物の共通感染症対策にお
ける医療と獣医療の連携推進事
業

　保健医療介護部
　保健衛生課

・医療分野と獣医療分野が連携し、共通感染症の情
報共有・課題整理を行うことで、共通感染症の発生
予防及びまん延防止を図る。

・医療・獣医療協議会の設置
・訓練及びシンポジウムの実施
・共通感染症発生状況等調査の実施
・狂犬病予防のための犬の飼育実態調査の実施

・医療・獣医療協議会開催回数
    目標 4回(H26)

・訓練及びシンポジウム開催回数
    目標 1回(H26)

528

14 風しん抗体検査助成事業

　保健医療介護部
　保健衛生課

・風しんの抗体を十分に保有していない人に対し
て、ワクチン接種の促進を図り、先天性風しん症候
群の発生を予防し、妊娠希望者等が将来、安心して
子供を産み育てやすい環境を整備する。

・風しん抗体検査費用の助成
・風しん予防についての普及啓発

・先天性風しん症候群の発生予防
    目標 0(H26)

530

15 地域猫活動支援事業

　保健医療介護部
　保健衛生課

・県内に「地域猫活動」の普及・定着を図り、猫の
致死処分数の減少を目指す。

・適正飼養講習会、先進事例研修会開催等
・地域猫活動に取り組む市町村への補助
・飼い主のいない猫への不妊去勢手術（獣医師会への委
託）

・検討中

531

16 歯科口腔保健強化事業

　保健医療介護部
　医療指導課

・「福岡県歯科口腔保健の推進に関する条例」に基
づき、科学的根拠に基づくむし歯予防、成人期の歯
周病予防、高齢者施設における歯科口腔保健を推進
する。

・学校関係者や保護者に対する普及啓発
・事業所の経営者に対する研修会、モデル事業による歯科
検診及び歯科保健指導
・高齢者施設管理者に対する講習会

・１２歳児一人平均むし歯の本数
    目標 調査中

・成人の定期検診の受診率
    目標 調査中

532
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17 医師確保支援事業（地域医療支
援センター運営費・医療勤務環
境改善支援センター事業費）

　保健医療介護部
　医療指導課

・医師のキャリア形成支援と一体となった医師確
保、医師派遣の仕組みを構築し、県内の医師の地域
偏在等の緩和、解消を図る。
・医療機関の勤務環境改善に取り組むことで医師や
看護師等の離職防止を図る。

・キャリア形成支援策の策定、実施等
・医師派遣の調整
・医療機関に対する労働相談員又は医療経営アドバイザー
派遣
・勤務環境改善計画作成の普及啓発

・キャリア形成プログラムへの参加医師（派
遣医師）数
    目標 20人(H27)

・アドバイザー派遣施設数（累積）
    目標 30人(H26)

533

18 外国人患者受入支援事業

　保健医療介護部
　医療指導課

・外国人患者が安心して医療を受けられるような環
境を整備する。
・検診受入れ支援、大学病院との連携による高度医
療提供によって、国際的な医療貢献を行う。

・医療通訳ボランティアの養成・派遣、電話通訳、マニュ
アル作成
・医療機関の情報発信等

・医療通訳派遣件数
    目標 516件(H26)

・電話通訳派遣件数
    目標 4,963件(H26)

535

19 地域包括ケア推進事業

　保健医療介護部
　高齢者支援課

・市町村が進める地域包括ケアシステムの構築を促
進する。
・県民全体の機運醸成と、地域包括支援センター及
び市町村の職員の資質向上を通じた地域包括支援セ
ンターの機能強化を図る。

・地域ケア会議の推進（アドバイザーの派遣、地域ケア会
議関係者研修）
・トップセミナー、地域包括ケア推進セミナー、地域包括
ケア研修の開催

・実施市町村
    目標 4(H26)

536

20 定期巡回・随時対応サービス等
普及促進事業（介護サービス事
業者指導・育成事業）

　保健医療介護部
　介護保険課

・介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付
の適正化を図る。
・「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」及び「複
合型サービス」の供給体制の確保を支援する。

・定期巡回・随時対応型サービス等普及促進研修会の実施
・定期巡回・随時対応型サービス等起業セミナーの実施
・定期巡回・随時対応型サービス等活用研修会の実施

・定期巡回・随時対応型サービス等を介護保
険事業計画に計上する保険者数
    目標 8(H26)

・定期巡回・随時対応型サービス等の指定事
業者数
    目標 20(H26)

537

21 福祉・介護人材定着促進事業

　福祉労働部
　福祉総務課

・福祉・介護事業所の雇用管理改善の取組を促進
し、働き続けることができる環境を整備することに
より、「福祉介護人材の早期離職防止及び定着」を
図り、県内の離職率を３ヶ年で全国平均以下に減少
させる。

・雇用管理改善コンサルティングの実施
・事例発表会や好事例集の配布により他施設へも周知

・離職率
    目標 17.0%(H28)

538

22 待機児童解消加速化プラン事業

　福祉労働部
　子育て支援課

・９市２町に所在する「保育に欠ける児童」の保育
に要する費用の一部を補助することにより、待機児
童の解消を図る。
・補助金の一部を保育料の軽減に充当させること
で、保護者の経済的負担の軽減を図る。

・「保育に欠ける児童」の保育に要する費用の一部を補助
（補助を実施した市町村に対して、間接補助を行う）

・待機児童解消数
    目標 146(H26)

539

23 小規模保育運営支援事業

　福祉労働部
　子育て支援課

・市町村における保育サービスの供給を増やし、地
域の実情に応じた多様な保育サービスを提供すると
ともに、待機児童の解消を図ることを支援する。

・小規模な保育事業に対し、運営に要する費用の一部を補
助

・待機児童解消数
    目標 15(H26)

540

24 保育所等緊急整備事業

　福祉労働部
　子育て支援課

・「福岡県子育て応援基金」により、市町村の実施
する幼稚園・届出保育施設・小規模保育事業所等の
整備補助を実施することにより、保育サービスの整
備を進める。

・市町村の実施する幼稚園・届出保育施設・小規模保育事
業所等の整備に対する補助

・幼稚園長時間預かり保育改修
    目標 19か所(H26)

・認可化移行支援
    目標 5か所(H26)

541
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25 在宅重症心身障害児者医療的ケ
ア体制整備事業

　福祉労働部
　障害者福祉課

・常時介護を行う家族が一時的に介護できない場合
に、重症心身障害児者が短期入所できるよう、医療
型短期入所事業所の設置を支援する。
・市町村や相談支援事業所等関係機関の相談対応能
力を向上させる。

・重症心身障害児者の受入に必要なノウハウについて実地
研修を実施（県が研修費を負担）
・設備整備に対する補助
・重症心身障害児者の相談に対応できる相談支援従事者の
育成
・レスパイトケア情報ハンドブックの作成

・医療型短期入所事業所設置箇所数
    目標 24(H26)

542

26 障害者優先調達推進事業

　福祉労働部
　障害者福祉課

・障害者就労施設等に対する、県・市町村等におけ
る調達実績の促進を図る。
・官公需に対応するための障害者施設による態勢づ
くりの推進を図る。

・官公需向けの商品紹介と意見交換会の実施
・音声コード貼付に伴う追加経費支援による発注拡大
・官公需先行事例研修会の開催

・平均工賃（総合計画）
    目標 対前年度比+4.8%(H26)

544

27 グリーンイノベーション人材育
成・雇用創造プロジェクト事業

　福祉労働部労働局
　労働政策課

・グリーンアジア国際戦略総合特区の取組みと相
まって、グリーンイノベーションを主導する産業拠
点の形成を強力に加速させるとともに、その効果を
県内中小企業に波及させ、良質で安定した雇用創出
を図る。

・中小企業の相談窓口、研修派遣先メーカーとのマッチン
グ等の支援の相談窓口の運営
・事業者向け各種講座の開催、研修への助成
・求職者を雇い入れて行うOJTに対する支援

・事業実施による新規雇用者数
    目標 434名(H26)

545

28 年代別センターにおけるマッチ
ング機能強化事業

　福祉労働部労働局
　労働政策課

・ハローワークとの連携をさらに進めること等によ
り、年代別センターのマッチング機能の強化を図
る。

・若者しごとサポートセンター、３０代チャレンジ応援セ
ンター、中高年就職支援センターとハローワークとの一体
的運営（総合案内の設置、壁撤去、情報共有による支援）

・就職者数
    目標 10,100人(H26)

547

29 多様な主体による生物多様性戦
略推進事業

　環境部
　自然環境課

・生物多様性の重要性について県民への浸透を図る
とともに、多様な主体による取り組みを進めること
により、県内の生物多様性の保全を推進する。

・県民参加型生きもの調査の実施
・自然公園を活用した自然とのふれあい推進
・ペット外来種の終生飼養・野外放逐防止のための普及啓
発
・黄金川スイゼンジノリの保全活動支援

・県民参加型生き物調査における報告件数
    目標 2,000件(H26)

548

30 英彦山絶滅危惧種保護対策事業

　環境部
　自然環境課

・英彦山の絶滅危惧植物の保護を図ることにより、
豊かな自然環境を守るとともに、英彦山の魅力向上
を通じて筑豊地域の活性化に寄与する。

・英彦山において、シカの食害から守るために、絶滅危惧
植物の種子の保存、栽培・移植事業を実施

・英彦山の絶滅危惧種の種子の採取及び育成
の実施
    目標 種子の採取及び育成の実施(H26) 550

31 国家戦略特区推進事業

　商工部
　商工政策課
　国際戦略総合特区推進室

・産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の
拠点の形成を目指す国家戦略特区の本県での実現を
図る。

・国家戦略特区の指定、計画策定等に係る国、経済界等関
係者との協議
・「アジア・イノベーション創造国家戦略特区構想」の周
知・広報

・国家戦略特区の推進
    目標 未設定

552

32 クールジャパン・フクオカ推進
事業

　商工部
　中小企業振興課

・ファッション、アニメ・ゲーム、食、酒などの
「福岡の魅力」をアジア各国において発信するとと
もに、大型イベントにおける商談会や展示販売等を
通じ、本県の「食」の販路拡大を推進する。

・現地ファッションイベント等に併せた福岡ブランドの
ファッションショーの開催、展示ブースでの福岡発アニ
メ・ゲーム、食などの紹介
・福岡・九州の「食」の魅力を広くＰＲする「Food EXPO
in FUKUOKA（仮称）」の開催

・本県への入国外国人数
    目標 1,018,000人(H26)

553

33 中小企業総合支援事業（フクオ
カ成長企業売上向上支援事業）

　商工部
　中小企業経営金融課

・経営革新に積極的に取り組む成長が期待される中
小企業の更なる飛躍を図るため、最優先課題である
資金調達と当該企業が抱える複数の課題の解決を総
合的に支援する。

・「フクオカ成長企業評価制度」による資金調達の支援県
制度融資による支援
・県制度融資による支援
・複数の課題を解決するための「フクオカ成長企業応援
隊」の派遣

・フクオカ成長企業評価制度の利用企業数
    目標 50社(H26)

554
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34 中小企業総合支援事業（経営改
善計画フォローアップ事業）

　商工部
　中小企業経営金融課

・中小企業経営改善・金融サポート会議等を通じ、
経営改善計画の策定を行った中小企業に対し、計画
を着実に実行できるよう支援を行う。

・「経営改善サポーター」の派遣による経営改善計画実行
支援

・経営改善計画実行支援に係る専門家派遣社
数
    目標 120社(H26) 555

35 海外ビジネス訪問団派遣事業
（アジアビジネス訪問団派遣事
業、米国ビジネス訪問団派遣事
業）

　商工部
　国際経済観光課

・アジア企業とのビジネス拡大を通じて、県内中小
企業のグローバルビジネス対応力の強化を図る。
・「米日カウンシル知事会議」の場を活用して、IT
分野における本県と米国との間の経済関係強化を図
る。

・アジアビジネス訪問団の派遣
・米国ビジネス訪問団の派遣

・アジアビジネス訪問団県内企業参加者数
    目標 24名(H26)

・米国ビジネス訪問団県内企業参加者数
    目標 10名(H26)

556

36 観光ブランド化推進事業

　商工部
　国際経済観光課

・観光ブランド化の推進 ・観光ブランド化協議会の運営・モニターツアーの実施
・関門地域ブランド化推進協議会との連携

・県内延べ宿泊客数
    目標 1,500万人泊(H28)

557

37 観光プロモーション推進事業
（海外観光客県内周遊促進事
業）

　商工部
　国際経済観光課

・アセアン諸国、欧州の主要大都市を対象として本
県のより具体的かつ詳細な観光素材情報を効果的に
発信することにより、空路を活用した商品造成を促
し、対象国から本県への誘客を図る。

・海外からのメディア・旅行関係者の招聘
・海外での観光商談会参加

・県内延べ外国人宿泊客数
    目標 72万人泊(H26)

・入国外国人数
    目標 107万人(H26)

558

38 食品製造業開発高度化支援事業

　商工部
　新産業・技術振興課

・バイオ技術を活用した高付加価値食品開発を核と
して、全国・アジアに展開する食品製造業の育成を
図る。

・ふくおか食品開発支援センター（仮称）の設置。
・ふくおか高付加価値食品試作加工コンソーシアム（仮
称）の構築。
・大手食品メーカー商品企画ＯＢ人材を食品開発プロモー
タとして配置

・企業の試作
    目標 3件(H26)

559

39 医療・福祉機器関連産業振興事
業

　商工部
　新産業・技術振興課
　新産業プロジェクト室

・今後大きな成長が見込まれる医療・福祉機器関連
産業への県内中小企業の参入を促進する。

・医療機器等開発・実証ネットワーク（仮称）の構築
・医療分野等市場調査・分析の実施
・薬事法等認証取得支援

・医療福祉機器等開発・実証ＮＷ（仮称）の
会員数
    目標 100人(H26)

・医療・福祉機器の新製品開発取組件数
    目標 5件

560

40 「いただきます！福岡のおいし
い幸せ」県民運動強化事業

　農林水産部
　食の安全・地産地消課

・食育・地産地消県民運動をさらに拡大すること
で、県民の健康で豊かな食生活の実現と本県農林水
産業への県民の幅広い支持の拡大を目指す。

・県民会議構成団体による自主的な県民運動を育成
・県民会議が主体となった食育・地産地消の拡大
・農業応援団の募集・登録、ＰＲ

・応援ファミリー登録数
    目標 20,000

・応援の店認定数
    目標 650

561

41 ブランド農林水産物育成対策事
業

　農林水産部
　園芸振興課

・「あまおう」、「夢つくし」、「博多万能ねぎ」
に続く、新たなブランド品を７品目以上育成する。

・テレビＣＭやＳＮＳの活用、グルメ雑誌への広告掲載
・外食産業、中食産業や観光業界との連携による認知度向
上対策
・マーケティング等が専門のアドバイザーの招聘

・農林水産物ブランド品目数
    目標 6(H26)　実績

563

42 県産農林水産物輸出強化事業

　農林水産部
　園芸振興課輸出促進室、水産
振興課

・農産物輸出拡大による農業者の所得維持・向上
(平成28年度輸出額目標：20億円)
・県産林産物・水産物の新たな販路開拓

・輸出拡大を重点化する国（地域）や品目を明確化した取
組強化
・輸出純増につながる新たな輸出品目の発掘

・県産農産物輸出額(百万円)
    目標 1,600(H26)

・柿輸出量(ﾄﾝ)
    目標 110(H26)

564
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43 力強い水田農業確立事業

　農林水産部
　水田農業振興課

・水田農業の持続的発展のため、個別大規模農家や
法人化された集落営農組織が中心となる生産構造を
実現する。
・本県水田農業の国際競争力強化を図る。
・飼料用米の生産・流通体制を構築する。

・農地集積の促進
・大規模経営体に対する経営支援
・飼料用米の推進

・法人化した集落営農組織数（総合計画）
    目標 160

・担い手への農地の集積率
    目標 50

565

44 ふくおかの畜産競争力強化対策
事業(生産性向上対策)

　農林水産部
　畜産課

・酪農及び肉用牛経営の生産性を向上させる新技術
の普及拡大等に取り組むことにより、畜産経営力の
さらなる強化を図る。

・雌雄判別精液の普及
・肥育期間を短縮する技術の実証
・自給飼料利用拡大

・雌雄判別精液の利用割合
    目標 25%(H26)

・早期出荷取組農家割合
    目標 25%(H26)

566

45 県産材シェア倍増対策事業

　農林水産部
　林業振興課

・木材が大量に確保できる主伐を推進することによ
り、県内木材需要に占める県産材シェアの拡大を後
押しする。
・県産材の需要拡大を図るため、公共建築物や店舗
等の住宅分野以外の木造･木質化を推進する。

・主伐材流通促進事業
　　主伐に対する支援
　　低コストな造林・育林技術の普及等
・木造･木質化推進事業
　　モデル的な木造･木質化の表彰
　　県産材を活用した製品の展示会の開催
　　技術書の作成、講習会の開催等

・主伐面積　(ha)
    目標 405(H26)

・公共建築物の木造率　(％)
    目標 8(H26)

567

46 集約型都市構造形成推進事業

　建築都市部
　都市計画課

・都市構造に大きな変革期を迎えている都市をター
ゲットに「機動的で小回りの利く土地区画整理事
業」を導入する。
・成功事例の効果を他都市へ波及させ、県内各地の
街なか活性化に繋げる。

・街なかへの施設の立地に必要な空閑地を確保するための
手法、事業スキーム等を検討する。

・市町村が着手したモデル事業数
    目標 2(H26)

569

47 建築物耐震化促進事業

　建築都市部
　建築指導課

・耐震化を促進するため、耐震診断が義務化される
大規模建築物に対し、支援制度を創設する。
・避難路沿道建築物、防災拠点建築物について、県
耐震改修促進計画を改定し、新たに指定すること
で、耐震診断を義務化する。

・改正法により耐震診断が義務化される大規模建築物のう
ち、政令市以外の民間建築物に対し、耐震診断費用を補助
・防災拠点建築物、避難路沿道建築物の指定

・大規模建築物の診断結果の報告件数
    目標 22件(H26)

570

48 ＩＣＴ活用教育研究事業

　教育庁教育企画部
　企画調整課

・ＩＣＴ教育の授業モデル及び研修モデルの確立を
目的とした研究を行い、その成果を県立学校、市町
村及び小中学校に周知する。

・研究校の設置
・ＩＣＴ支援員の配置
・教員研修に関する研究の実施
・研究成果の周知

・ＩＣＴ教育の授業モデル及び研修モデルの
確立
    目標 研究発表会の開催(H26) 571

49 高校生キャリア教育推進事業

　教育庁教育振興部
　高校教育課、義務教育課
（特別支援教育室）

・高等学校について、インターンシップを中心に各
学校のキャリア教育の充実を図る。
・特別支援学校について、就業体験の機会を拡充す
る。

・インターンシップ受入企業の開拓、マッチング指導、職
場適応支援やキャリアセミナーの実施を行うキャリアコー
ディネーターの配置

（評価書を参照）

572

50 ふくおか小中学生体験活動推進
事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課

・宿泊体験学習において困難克服体験を目的とした
プログラムを実施することにより、子どもたちに
「やり抜く心」を育成する。
・小学校において動物を飼育しやすい環境を整える
ことで、子どもたちに「命を大切にする心」を育成
する。

・ふくおかチャレンジキャンプの実施
・教員向けフォローアップ研修の実施
・飼育動物の活用、衛生管理等に関する研修の実施
・動物を飼育していない学校への支援

・困難克服をねらいとした活動の実施率
    目標 35%(H26)

・飼育動物を活用した授業の実施率
    目標 65%(H26)

573

51 中１不登校等対策強化事業

　教育庁教育振興部
　義務教育課

・県内の小中学校間の不登校出現率の差を減少させ
るとともに、県全体の不登校出現率を全国平均値以
下にする。

・強化指定市町村における中１不登校対策の実施
・不登校予防診断チェックリストの開発
・保護者用不登校防止パンフレット及び教員用不登校対策
指導資料の作成・配布

・1,000人当たりの不登校児童生徒数
    目標 11.7人(H26)

575
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52 防災危機管理体制整備事業

　警察本部総務部
　情報管理課

・駐在所の通信インフラを確保することより、安全
かつ安心な地域社会の実現と県民生活の利便性の向
上を図る。
・情報通信ネットワークを整備することにより、情
報セキュリティの強化を図る。

・警察情報の共有化
・遺失物管理システムの運用

・ネットワーク整備駐在所数
    目標 107箇所(H26)

577

53 交通事故抑止総合対策推進事業

　警察本部交通部
　交通企画課

・総合的な交通事故抑止対策を推進するための事故
管理・分析システムの高度化、飲酒運転・高齢者・
自転車に対する重点的な対策の推進により、交通事
故のない「安全・安心ふくおか」を実現する。

・現行の交通事故管理・分析システムに多次元分析機能及
びGIS（地図情報システム）機能等を付加

・交通事故発生件数（総合計画）
    目標 40,000件以下(H28)

・交通事故死者数（総合計画）
    目標 120人以下（H28）

578
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